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マイクロンのソリューションが持続可能性を加速さ
せる方法
驚異的なスピードで進む今日のイノベーションを支えている
のは、高速な情報処理を可能にするメモリとストレージソリ
ューションです。マイクロンは、テクノロジーの機能を高める
製品を提供し続けると同時に、自社のビジネスの仕組みも進
化させています。人々や地球により好ましい影響を与えられ
るよう、速やかに措置を講じ、才能ある人材に投資していま
す。また、事業による環境負荷を低減し、製品に使用する材料
は責任ある方法で調達し、自社の成果をコミュニティと共有
しています。企業そして企業市民として、マイクロンは急速な
変化に後れを取ることなく、持続可能性を加速させて暮らし
を豊かにする方法を模索し続けます。

科学・医薬品分野における発見を支える 
研究者は高度なデータ処理を利用して、患者のゲノムパター
ンを解析し、ガンなどの病気の治療法を探究し続けていま
す。

データインサイトの速度を上げる
膨大な量のデータをクラウドサーバーやネットワーク経由で
利用することにより、さまざまなバックグラウンドや才能を持
つ人々が、場所や時間に縛られることなく共同作業できます。
ニューラルネットワークにより、事業運営のエネルギー効率
を評価し、企業がもたらす環境負荷の削減方法を発見するこ
とができます。

新たな消費者体験を生む
モバイルデバイスは、私たちにインターネットへのアクセス
を提供します。中には、モバイルデバイスで初めてインターネ
ットに触れたという人もいます。モバイルデバイスのおかげ
で、誰もが必要不可欠なサービスにアクセスし、グローバル
エコノミーに参加できるようになりました。
拡張現実（AR）とバーチャルリアリティ（VR）は、デジタルオブ
ジェクトを現実世界に取り入れることにより、自己開発、エン
ターテインメント、教育、コミュニケーションの分野で新たな
可能性が解き放たれます。

エッジ側でのインテリジェンス強化
自動運転車は、毎秒何百回もの計算を実行するために広い
帯域幅を必要とします。
スマート車両は高度な運転補助システムを搭載しており、ド
ライバーが安全に、周囲の状況を把握して運転できるようサ
ポートしながら、交通事故の削減と渋滞の緩和を可能にしま
す。
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マイクロンにお
ける持続可能性
マイクロンは全社的な目標を通
じて、透明性を確保しながら、ス
テークホルダーの価値向上に取
り組みます。



CEOからのメッセージ
あらゆる企業や組織が世界の人々の健康と幸福にコミットしなけ
れば、健全で平等な社会は存在しません。このことが、今ほど目に
見えて明らかになったことはありませんでした。新型コロナウイル
ス感染症（COVID-19）の世界的流行と依然として続く社会的不公
正は、世界各地で社会システムの構造的欠陥を露呈させました。し
かし一方で、責任の共有という旗印のもと、個人や団体が自分たち
のコミュニティのために一致団結する機会にもなっています。その
ような精神こそ、世界をより良いものにするために当社のチーム
が全力で取り組み、新たなコラボレーションを生み出すうえでの原
動力です。 
こうしたコミットメントの重要性が、今日ほど明確になったことは
ありません。私たちは、社会に残る不公正、不平等に立ち向かい、
解消しなければなりません。産業界は、積極的に役割を果たす必
要があります。機会と自由がすべての人に平等に与えられるよう、
マイクロンは当社のリソースと持てる力の活用に尽力しています。
また、マイクロンは、暮らしを豊かにすることを目的として、世界中
の人々による情報活用のあり方を変革するというビジョンを推進
し続けています。パンデミックの中でリモートワークを可能にし、
つながりを提供しているさまざまなアプリケーションにとって、当
社のソリューションは不可欠な役割を担っています。より多くの人
がこうした機能を利用できるよう、当社はコスト削減を推進してい
ます。さらに、データセンターにおける電力消費と温室効果ガス排
出の抑制に欠かせない、エネルギー効率の良い製品で世界をリー
ドしています。自動運転や高度遠隔医療といった変革をもたらす
新たなテクノロジーは、現在そして将来も、アクセスの改善とさら
なる機会均等への希望となります。 
もちろん、より良い地球にするための当社のコミットメントは、自
ら行動するところから始まります。当社は2020年初め、社内の各チ
ームを集め、世界各地の事業における環境面での持続可能性を
劇的に改善する、明確かつ挑戦的な目標を設定しました。本レポ
ートにおいても、積極的な長期ビジョンを確立する、大胆な目標
を掲げることができました。同時に、以下の3つの主要カテゴリー
については、年単位の数値目標へのコミットメントを記載してい
ます。
 ▪ 気候：温室効果ガス排出を2018年比で実質40%削減（同時に

事業拡大も推進する前提）し、可能な場合は再生可能エネルギ
ーの利用を100%とする、アグレッシブな排出削減・エネルギー
利用目標を設定しています 

 ▪ 水：効率化、再利用、再生により、最終的には100%の水資源保
全を目指しています

 ▪ 廃棄物：現在の廃棄物リサイクル・再利用率74%を改善し、埋
立処分ゼロという大胆な目標達成を目指します

当社は、明瞭性と透明性を確保するため、曖昧な部分のない明確
な目標を設定しています。もちろん、当社の持続可能性戦略には、
責任ある調達、公正な労働慣行のサポート、危険物質の安全な取
り扱い、チーム開発、コミュニティの支援なども含まれます。各項目
の詳細については、当社のレポートでご確認いただけます。
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この戦略の中核にあるのは当社の企業文化ですが、マイクロンの
チームが見せるエネルギーとコラボレーションに、私はこれまで
にないほど刺激を受けています。困難な状況にあることは否定の
余地がありませんが、パンデミックによりチームには強固な一体
感が生まれました。また、今の社会情勢は、皆が共通の目標に向か
う、まさに歴史的とも言える、比類なき好機となっています。皆が
一人ひとりのために、変わることのない協力の精神を築き、それを
土台になお一層の取り組みを進めることで、より良い地球を目指
しコミュニティを強化することができると私は期待しています。当
社のチームであれば、このタスクを達成できるでしょう。
当社の2020年度レポートをお読みいただきありがとうございま
す。マイクロンの持続可能性の取り組みについて、ぜひご感想をE
メール（sustainability@micron.com）でお寄せください。

サンジェイ・メロートラ 
マイクロンテクノロジー社長兼CEO

2019–2020

FTSE 4Good Index構成銘柄
(FTSE Russell)

2019–2020

「働きがいのある会社」認定
2020

ダイバーシティに優れた雇用主 
(Forbes)

2020

責任あるアメリカ企業
(Newsweek)

2020

Top 100グローバルイノベーター
(Clarivate Analytics)

表彰・認定実績
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現代のあらゆるコンピューティングハードウェアは、デ
ータの保存やアクセスを実行する際に、基盤となる共
通のテクノロジー、つまり半導体メモリとストレージに
依存しています。40年以上にわたり半導体業界をリード
してきたマイクロンは、この極めて重要なテクノロジー
の進化において、すべての過程に関わってきました。  
技術開発の進行スピードを決めるのはメモリとストレージソリューションの向上
です。そのため、私たちの生活様式を改善するブレークスルーの到来も、この技
術の進歩にかかっています。次世代のテクノロジーは、自律走行車からビッグデ
ータまで、社会にとって、そして地球にとって可能なことをさらに拡大していく可
能性を秘めています。このようなテクノロジーは、これまでにない高レベルの処
理能力を必要とします。マイクロンは、メモリとストレージの急速な進化を可能
にすることで、より良い未来へとつながるイノベーションの扉を開くお手伝いを
しています。 

イノベーションによる持続可能
性の加速
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マイクロンについて 
マイクロンは革新的なメモリおよびストレージソリューショ
ンのリーディングカンパニーです。AI（人工知能）、機械学習、
自律走行車をはじめとする技術の進歩には、データへのア
クセスを高速化、効率化する当社の製品が必要不可欠にな
っています。当社は、世界をリードするテクノロジー企業と
の幅広い提携関係を通して、お客様に革新的な製品を提供
します。

コアテクノロジー
DRAM 
NAND フラッシュ 
NOR フラッシュ 
3D XPoint

リテール、Eテール
ブランド
Crucial 
Ballistix

対象市場
モバイル 
データセンター 
クライアント 
コンシューマー  
産業  
グラフィックス 
ネットワーキング 
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ビジョン
私たちは、すべての人々の生活を豊
かにするために、世界の情報活用の
あり方を変革します。

ミッション
私たちは、メモリおよびストレージソ
リューションにおけるグローバルリー
ダーとなる。

価値

私たちは、お互いを大切にします。
人

どんなことにも決意は揺るぎません。

私たちは、世界の未来を形成するソリューション
を開発します。

私たちは、1つのチームとして仕事に臨みます。
コラボレーション

私たちは、お客様を良く知ることで勝ち抜きます。
顧客第一



234億ドル 
2019年度年間売上高

世界各地のマイクロン拠点

日創業  
1978年10月5

本社：  
米国アイダホ州ボイシ

134
2020年フォーチュン500企業

43,000
取得特許数（今後も増加予定）

18
か国

第4位
半導体メーカーとしての世界順位（IP・
ソフトウェアの売上を除く）

37,000+
従業員数

13
製造拠点（カスタマーラ
ボも13か所）

Map of major Micron locations
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平等な社会の創出に向けて当社の力を結集
マイクロンの全従業員が、先日米国で発生したアフリカ系ア
メリカ人への人種差別による殺害事件、そして今なお根深く
残る社会的不平等に、大きな不安と動揺を感じています。誰
かが恐怖におびえながら暮らすようなことがあってはなりま
せん。憎しみ、人種差別、暴力、社会的不公正が、私たちの社
会に存在して良い理由はなく、私たちの地域、コミュニティ、
そしてマイクロンにおいても、許容することはできません。私
たちは、黙って見過ごしてはならないのです。こうした負のサ
イクルが続くことのないよう、私たちは新しい道を見つけて
いく必要があります。
特定の地域で見られるような不公正を正し、人種主義を根絶
することは、アフリカ系アメリカ人のコミュニティだけでなく
私たち皆が共に向き合わなければならない責任です。当社
の従業員を含め多くの人々が、不公正や不平等を改善する
ために自分に何ができるのか、そしてマイクロンに何ができ
るのか、自問しています。地元コミュニティの人が疎外された
り、傷付けられたり、あるいは助けを求めているとき、私たち
は、当社が重視する「人」の価値に基づき、共感の心を持って
行動します。私たち一人ひとりが、自分の中でまず何を変えな
ければならないのかをよく考え理解することが、最初に起こ
すべきアクションです。今すぐに支援の声を上げることが大
切です。また、その次の段階として、抱えている悲しみや怒り
を長期的なソリューションに変えていくことも重要です。  
ソリューションの一環として、私たち自身の偏見、課題、制約
を認識し、それらに対処する必要があります。マイクロンはこ
れまでと同様に、今後もこうした課題に取り組んでいきます。
同時に、当社をはじめテクノロジー業界や一般社会も、明白
で重大な不平等や不公正を解消すべく、これまで以上の取り
組みを行っていく必要があります。 
マイクロンは、社内に存在するプログラムや取り組みを強化
し、さらに追加していくことにコミットしています。このコミッ
トメントでは、チームメンバーのサポート、ダイバーシティに
配慮し平等かつ包摂的な職場環境の開発、全従業員が受講
できる無意識の偏見に関する研修の実施、リーダーに対する
包摂的なリーダーシップのコース研修や自己啓発の提供な
どを実施しています。
さらに、多様なサプライヤーに対する経済的機会の創
出、NAACP Legal Defense Fundのような極めて重要な組織
に対する寄付、インクルージョンに関する公共政策への積極
的な支援、ダイバーシティとインクルージョンに配慮したテ
クノロジー利用の促進なども広く実施しています。当社は、
その欠点や課題に対する取り組みと進捗状況を明確に報告
することで、自らの説明責任を果たすことにコミットしていま
す。  
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私たち一人ひとりが、自分の中で
まず何を変えなければならないの
かをよく考え理解することが、最初

に起こすべきアクションです。

私たちが取るべき手段はいくつもあります。たとえば、人種格
差について、および公正、安全、効果的なコミュニティの治安
維持の必要性について、もっと学ぶことができます。また、ど
うすれば人種差別をしない人になれるか、どうすれば包摂的
なリーダーになれるか、そして、この社会であまりにも多くの
人が直面している困難にどのように対峙していくべきかを学
ぶことができます。 

私たちは、積極的に関与して声を上げるべきであり、建設的
な対話を増やしたり、自身の懸念を人に伝えたり、分からない
ことを尋ねることができるようになる必要があります。不公正
な状況に気付いたら社会的正義に則って対処する、こうした
問題に先導的に取り組む団体を自分の時間を割いて慈善活
動で支援する、さらに、周りの人々にも同様の取り組みを奨励
する。このように、自分の言葉と行動で、社会の偏見を解消す
る行動を起こさなければなりません。  
ここで取り上げた当社の取り組みについては、当社の最新の 
DEIレポー トまたは micron.com でご覧いただけます。また、
これらの問題に関するご意見は、DEI_Team@micron.comま
でお寄せください。
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COVID-19に関するマイクロン
のグローバル対応
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の世界的流行
は、私たちの日々の交流方法に影響を及ぼし、新たな業
務プロセスを形作りましたが、私たちはまだその方法を
理解し始めたばかりです。 

世界各地に拠点を持つマイクロンは、早い段階で各地の状況を把握することがで
きました。このため、世界の全製造拠点で運転を継続しつつ、18か国37,000名以上
の従業員を守るためにいち早く積極的な安全対策を講じた企業となりました。現
在も、当社が事業を展開するすべての地域において、チームの安全確保と感染拡
大の防止に努め、現地政府や自治体との緊密な連携を続けています。 
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当社は、細心かつ最大の注意を払って行動しながら、感染リ
スクを低減する初期の予防手順を確立しました。具体的に
は、リモートワークの実施、オンサイト勤務の人数を最小限に
抑えるためのチームの分割、追加的な清掃の実施、ソーシャ
ルディスタンスの確保などです。状況がより厳しくなったとき
には、在宅勤務の従業員とオンサイト勤務の従業員に対し、
以下のような追加対策を実施しました。
 ▪ 従業員に対するCOVID-19補助金の一時支給 
 ▪ 深刻な状況にある従業員を対象とした救援基金の創設
 ▪ 各種社内プログラムのオンラインへの移行（研修、ウェル

ネスフォーラム、持続可能性関連の参加型活動など）
 ▪ テクノロジーで改善できる点の特定と改善策の模索（現

場における空気清浄能力の向上、高度な清掃技術など）
 ▪ 会社やプログラムに関する最新情報を提供する社内ウェ

ブページの開設

また、マイクロンは、世界中に存在する当社のコミュニティ
をサポートするため、私たちのリソースと持てる力をすべて
注いで以下のようなアクションを直ちに起こしました。
 ▪ パンデミックの影響を過大に受けている人々の支援を目

的とした3,500万ドルの寄付
 ▪ 個人用保護具の寄贈
 ▪ 小規模企業に対する支払いの迅速化
 ▪ 医療機器向け製品の配送の迅速化

私たちは、自分の置かれる環境を選ぶことはできませんが、
どのような行動を取るかは決めることができます。現在のよ
うな前例のない困難な状況において、私たちは人類を助け
るため、当社の価値観を体現し、そして人材、リソース、創造
力を有する企業としての最大限の取り組みを示す必要があ
ります。
COVID-19に関するマイクロンのグローバルな取り組みについ
ては、 micron.comで最新情報をご覧いただけます。
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マイクロンの製品やテクノロジーは、あらゆる形で社会の
役に立っています。一方で、私たちのビジネス、オペレー
ション、調達などの行為が、従業員やコミュニティ、地球、
さらにはお客様の持続可能性にも影響を与えることを常
に意識しています。 

当社は、以下の点を重視した持続可能性戦略を通して、可能な限りプラスの影響を
与えていけるように努めています。 
 ▪ 先進的な製品
 ▪ 責任ある事業運営と調達
 ▪ チームメンバーのエンゲージメント

この戦略を実行する際に中心となるのは、企業全体の目標を通して、透明性を確保
しながらステークホルダーの価値向上に取り組むことです。

持続可能性戦略
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機会とリスク 
持続可能性をビジネスに取り入れることは戦略的に重要で
あり、マイクロンが好機を活かすうえでも、リスク管理を強化
するうえでも役立ちます。持続可能性は特に、競争が激しい
人材市場において、有望な従業員を獲得する際の差別化要
素になり、また、現職の従業員のエンゲージメント、満足度、
生産性を高める土台にもなります。天然資源の保全や廃棄
物の最小化は、より規律正しく効率的なオペレーションの実
践につながり、これによって収益を直接高めることができま
す。また、社会的責任を果たせる方法で誠実にビジネスを行
うことは、当社が拠点を置くコミュニティで事業を運営する
ためのソーシャルライセンスを得ることにもつながります。 
このような機会の実現に努めながら、当社は持続可能性リ
スクの評価、定量化、管理にも注力しています。気候変動、異
常気象、感染症の世界的流行、自然災害、カーボンプライシ
ングは、当社のサプライチェーン、オペレーション、市場にリ
スクをもたらします。当社は、持続可能性、企業リスク管理、
環境衛生・安全、責任ある調達に関する社内の各プログラム
を連動させて、このようなリスクの理解を深め、対処すべく取
り組んでいます。現在の取り組みには、事業上のエネルギー
効率の改善、シナリオ解析による当社の気候リスクのレビュ
ー、具体的なゴールや目標の設定などがあります。これらの
取り組みが私たちの戦略、プロセス、意思決定におけるレジ
リエンスの構築にどのように役立っているのかについては、
本レポートの「企業リスク管理」セクション（本章）および 「環

境」の章で詳しく取り上げています。その他の総合的なマイ
クロンの開示情報については、当社の年次CDP（旧名称：カ
ーボンディスクロージャープロジェクト）調査票でご覧いた
だけます。このCDP調査票は、「気候関連財務情報開示タス
クフォース（TCFD）」のフレームワークに沿って作成されてい
ます。 

カスタマーパフォーマンス 
マイクロンのお客様は、当社を含めたサプライヤーの環境・
社会・ガバナンス（ESG）のパフォーマンスをより重視するよう
になっています。お客様の多くが、透明性、リスク管理、環境
上・社会上のパフォーマンス、責任ある調達、これらに関連す
るトピックを注視しながら、自社のサプライチェーン管理や
風評リスク管理の一環としてマイクロンの総合的なパフォー
マンス評価を実施しており、その評価基準の一つに持続可能
性を用いています。お客様は、サプライヤーのパフォーマン
ス評価や購買決定を行う際、品質、納品、技術、サービス、価
格などの項目に加えて、この持続可能性に関する情報を考慮
しています。マイクロンは、企業としてのパフォーマンスの指
標に持続可能性を全面的に取り入れています。当社のセール
ス担当役員、得意先担当マネージャー、持続可能性担当リー
ダーは、お客様と緊密に協力して、当社の持続可能性に関す
る取り組みやパフォーマンスについての情報を共有し、行動
を促し、信頼を構築しています。

Micron  |  Boise, Idaho
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投資家のエンゲージメント 
投資家の皆様が当社の環境・社会・ガバナンス（ESG）のパフ
ォーマンスをより重視するようになっていることから、マイク
ロンは投資家の皆様とのパートナーシップを強化してきまし
た。当社はこれらの課題について定期的にミーティングや電
話で投資家の皆様と議論しており、そこから得られたフィー
ドバックに基づき当社のESGに関する情報開示をより良いも
のにしていきます。この取り組みを継続していくため、当社は
米国サステナビリティ会計基準審議会（SASB）に携わってお
り、SASBの基準諮問グループに参加し、SASBの半導体業界
向け基準に従って、マイクロン初 となる持続可能性に関する
レポー ティングインデックスを発行しています。

企業リスク管理 
当社の企業リスク管理（ERM）プログラムには、リスク、機会、
対応を特定し監視する統一手法があります。マイクロンの目
標は、ERM実践を全社的に取り入れ、ガバナンス、戦略、目的
設定および日常業務における意志決定を改善することです。
当社は、ツールと知見の提供、オープンなグローバルコミュ
ニケーションの促進、改善点などの継続的な監視と報告によ
ってこれを行います。  
 
当社のERM組織では、社内の主要部門によるリスク評価に加
えて、当社の幹部で構成されるエグゼクティブリスク委員会
からのリスクに関する重要情報を蓄積しています。判明事項
は、エグゼクティブリスク委員会と監査委員会に定期的に報
告し、全取締役とも検討のために共有します。

リスクが認識されると、リスク管理チームがビジネスインテリ
ジェンスや動向に基づき、正式に評価と分析を行います。リス
クは、「戦略」「オペレーション」「内部および外部のコンプラ
イアンス」「財務」の4つのカテゴリーに分類されます。各カテ
ゴリーには許容値が定められており、当社に対するリスクを
総合的に判断したうえで問題に優先順位が付けられます。次
に、リスク管理チームがマイクロンのリーダー職と共に、潜在
リスクに有効な主要緩和策を特定します。ERMと持続可能性
の整合性を図る一環として、当社のリスク管理ポートフォリオ
には、気候、エネルギー、水の問題だけでなく、マテリアリティ

（重要性）評価から得られた持続可能性リスクも取り入れて
います。
危機管理・事業継続管理の実施により、事業中断時の対応や
オペレーションの復旧・回復に必要な重要業務の準備をあら
かじめ整え、ERMプログラムをサポートします。事業継続計画
は、すべての重要業務にすでに適用されており、あらゆるハ
ザードに適用できる統一的な対策を備えています。これは、
従業員、施設、通信設備、サプライチェーンなど、当社のバリ
ューチェーンの構成要素のどの部分に中断が生じた場合で
も、対応の準備ができていることを意味します。
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持続可能性ガバナンス 
マイクロンの持続可能性プログラムは、部門の枠を超えて全
社から集められたシニアリーダーから成る持続可能性審議
会と持続可能性専門チームの取り組みにより、透明性や説明
責任の点で大きな前進を続けています。下図に示す通り、持
続可能性の管理は、当社の最高機関である取締役会の監督
のもと、社内全体に行き渡っています。

担当業務：
 ▪ 会社全体における持続可能性戦

略の促進
 ▪ レポートの公開など内外への通

知を通した透明性確保の推進 

担当業務：
 ▪ 持続可能性戦略の策定
 ▪ パフォーマンスの監視
 ▪ 自身の組織内で優れた担当者お

よび専門家として従事

取締役会
ガバナンス・持続可能性委員会

監督担当役員
次の各部門のシニアリーダー：セールス、アセンブリ＆テス
ト、財務、品質、グローバル製造、グローバルサプライチェー
ン、法務、HR、テクノロジー＆製品、IT

持続可能性審議会
次の各部門の代表者：製造、
環境・健康・安全、戦略、テク
ノロジー＆製品、HR、サプラ
イチェーン、セールス、マイ
クロン財団、コンプライアン
ス、インベスターリレーショ
ンズ、法務、ダイバーシティ・
平等・インクルージョン、リス
ク＆レジリエンス、コミュニ
ケーション、財務

持続可能性組織
 コンプライアンス、雇用、持
続可能性、貿易の各部門の
バイスプレジデント、持続
可能性担当ディレクター、プ
ログラムマネージャー

CEO

持続可能性ガバナンス体制
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マテリアリティ評価 
持続可能性戦略を支える持続可能性審議会の成果と、こ
の持続可能性レポートで取り上げている項目は、マテリ
アリティ評価から得られた見識をまとめたものです。 
マイクロンは、3年ごとにマテリアリティ評価を全項目実
施し（直近は2018年）、顧客、投資家、従業員、行政組織、
近隣住民、その他のステークホルダーの懸念事項が、持
続可能性に関する取り組み、目標、報告に反映されるよ
うに、毎年優先事項の評価を行っています（ここで言う「
ステークホルダー」については、後段をご確認ください）
。当社のマテリアリティ評価は、事業のあらゆる側面を対
象とする持続可能性課題をまとめた膨大なリストから始
まります。社内、社外のステークホルダーがこのリストを
レビューし、以下の2つの質問に回答します。
 ▪ マイクロンの事業にとって、最も重要なものはどれか。
 ▪ 自分自身にとって、最も重要なものはどれか。 

この結果をマトリックスにまとめ、当社のステークホルダ
ーにとって重要な課題と、事業の成功にとって重要な課
題の関係性を可視化します。マイクロンでは、意義ある変
化を促し、透明性を向上させる見込みが最も高い領域を
特定するツールとして、このマップを利用しています。

最も重要な課題
 ▪ 従業員の人材開発とエンゲージメント
 ▪ 責任ある調達
 ▪ 気候変動、温室効果ガス
 ▪ データ保護、プライバシー

次に重要な課題
 ▪ 職場の衛生・安全対策
 ▪ 製品利用、誠実さ
 ▪ 倫理的な振る舞い
 ▪ オペレーション、施設管理
 ▪ ダイバーシティ、平等、インクルージョン
 ▪ エネルギー
 ▪ 水

こちら からマイクロンのマテリアリティ評価プロセスの詳
細をご覧いただけます。

コミュニティ
慈善活動
その他コミュニティ関連

顧客、製品
テクノロジーの社会的影響 
製品利用、誠実さ
データ保護、プライバシー

環境に配慮した事業活動
廃棄物
水
 エネルギー
オペレーション、施設管理
気候変動、GHG

人、コミュニティ 
人権
職場の衛生・安全対策
ダイバーシティ、インクルー
ジョン
従業員の能力開発とエンゲ
ージメント

サプライチェーン 
責任ある調達

ガバナンス、マネジメント
 政府関連 
コーポレートガバナンス
透明性、説明責任、報告
倫理的な振る舞い

 マイクロンで特に重要な持続可能性課題
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行動規範 
今日の法律や業務遂行に関する基準は複雑化しています。当
社の 業務遂行および倫理に関する行動規範 （以下、「行動規
範」）は、リスク課題、法的課題、倫理課題に関して当社事業に
適用される基本ルールをまとめた、実用的なリソースです。
また、行動規範では、不適切と思われることを目撃した場合
には声を上げるという、従業員各自の責任についても説明し
ています。行動規範は、従業員、組織、請負業者、サプライヤ
ーが、投資家やコミュニティ、そして市場と、互いに誠実さを
持って業務を遂行できるようサポートします。 
マイクロンの法務担当シニアバイスプレジデント兼法務最高
責任者は、当社の最高コンプライアンス責任者として、公開
されている行動規範の継続的管理に責任を負います。当社
は行動規範に加えて、 責任ある鉱物調達、,  環境・安全衛生, 
人権, 奴隷制と人身売買などに取り組むグローバルポリシー
を採用しています。
当社のグローバルポリシーの枠組みに従って、取締役やバイ
スプレジデントクラスの執行役員で構成される政策審議会
がグローバルポリシーのレビューと詳しい審査を実施しま
す。このプロセスでは、最初にシニアバイスプレジデントとエ
グゼクティブバイスプレジデントから成る政策委員会がポリ
シーを承認し、最終的に最高経営責任者（CEO）の承認を受
けます。
従業員は定期的にオンライン研修を受講し、行動規範を読
み、理解し、引き続き遵守することを証明します。また、対象者
を絞ったライブグループやマンツーマン研修も頻繁に実施
しています。行動規範をはじめとするすべてのグローバルポ
リシーは、7言語による翻訳版も含めて当社のポリシー管理
サイトに掲載されており、全従業員がアクセスできるようにな
っています
社では、行動規範に違反していると疑われる事象を目撃した
場合は、直属の上司、当社法務部門、または 法令遵守ホット
ライン に通報するよう、全従業員、ベンダー、サードパーティ
を教育し、通報を奨励しています。このホットラインは独立し
た第三者によって運営されており、広く使われているすべて
の言語で、24時間365日利用可能です。匿名で報告ができる
機能があり、利益相反のリスクを回避できるよう設計された
手順を実行しています。

Micron  |  Tokyo, Japan 
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ステークホルダーのエンゲージメント 
当社の事業を成功に導いているのは、社内および社外のス
テークホルダーです。マイクロンは、当社の事業、サプライチ
ェーン、製品が、人や環境、社会に及ぼす影響や地元地域に
及ぼす影響を理解するために、数々の対策を講じています。
これを実践するため、当社はさまざまな分野の外部機関と連
携し、決定事項について正しく連絡できるよう努めています。 

当社はグローバル事業全体において、事業を成功させるう
えでの重要な関係性、および事業を通して与える影響を考慮
して、主要なステークホルダーと連携しています。このような
外部との連携は、地域、支店、会社の各レベルで行っていま
す。以下の表では、さまざまなステークホルダーとの連携の
チャネルについてまとめています。

連携先 連携方法 重要である理由

従業員  ▪ 監督者との継続的なコミュニケーション 
 ▪ シニアリーダー主催のミーティング 
 ▪ 懸念事項を報告する法令遵守ホットライン 
 ▪ 従業員同士が持続可能性に関する提案を共有できる、グローバルコ

ンテンツやローカルコンテンツのあるイントラネット

全従業員が当社の成功に貢献する文化をつ
くるため 

顧客  ▪ 定期会合 
 ▪ 顧客スコアカード 
 ▪ 顧客要求事項に関する文書 
 ▪ 業界団体のメンバーシップ 

お客様の目に私たちの行動がどのように映っ
ているかを理解し、社会問題や環境問題に対
する業界のコンセンサスを築いていくため

株主  ▪ 年次株主総会 
 ▪ 四半期決算報告 
 ▪ 1対1のアナリストミーティング 
 ▪ 年次報告書、持続可能性レポート 
 ▪ Eメール  

透明性を育むため、また、株主や投資家・アナ
リストコミュニティのニーズを満たすよう徹底
するため

行政組織 当社が事業を展開する地域の団体等（以下を含む）への加盟：
 ▪ 在台北 米国商工会議所 
 ▪ ビジネス協議会
 ▪ ビジネスラウンドテーブル
 ▪ 欧州自動車技術協議会 
 ▪ 欧州リサーチプラットフォーム 
 ▪ アイダホ州商工業協会 
 ▪ イタリア産業貿易協会 
 ▪ 北部バージニア技術評議会 
 ▪ シリコンバレーリーダーシップグループ 
 ▪ 米国商工会議所 
 ▪ 米中ビジネス協議会
 ▪ 米国情報技術局 
 ▪ 米国台湾ビジネス協議会 
 ▪ バージニア州製造業者協会

当社ビジネスに規制・影響が及ぶ政策立案に
関わるため

サプライヤー  ▪ 懸念事項を報告する法令遵守ホットライン 
 ▪ サプライヤーパフォーマンスのレビュー 
 ▪ 第三者監査 
 ▪ 責任ある企業同盟（RBA）への加盟 
 ▪ サプライヤー品質要件に関する文書 
 ▪ 研修 
 ▪ 契約条件 
 ▪ リスクのプロファイリング

のオープンな対話を維持するため

コミュニティ  ▪ STEM教育の展開 
 ▪ 教育および人間としての基本的ニーズに対する寄付
 ▪ STEM教育に関する、地域、地方、国レベルの対話への参加 
 ▪ 従業員のボランティア活動とマッチングギフト制度

マイクロンと地域の団体等の間で関係を構築
し、社会的正義を追求し、価値を共有するため

2020年度持続可能性レポート  |  20

マイクロンにおける持続可能性



製品とイノベー
ション 
マイクロンのメモリとストレージソ
リューションは、数え切れないほど
のデジタルデバイスの中核にあり
ます。当社は、そのソリューション
をより速くより効率的なものにす
るために革新を続けています。 



メモリとストレージ技術におけるグローバルリーダーとして、
マイクロンは、人工知能、工業自動化、モノのインターネット

（IoT）、自律走行車、クラウドコンピューティングなど、今日の
最も大きな技術進歩において、極めて重要な役割を果たして
います。このようなイノベーションが主流となり、メモリやスト
レージの需要が増すと、データ解析やデータへのアクセス、
データに基づく行動などに対するニーズは増大の一途をた
どります。 

メモリとストレージはかつて、ハードウェアコンポーネントの
一つとして標準化されていました。しかし今や、需要は多様化
し、単なるメモリ容量増大の要求だけでなく、メモリとストレ
ージの新しいインテリジェントアーキテクチャを求められる
など、需要に応じそれに特化したソリューションが必要になっ
ています。この変化は、私たちにとって、お客様と共に取り組
むことでお客様のニーズをより深く理解し、唯一無二の価値
を提供する革新的な製品を生み出せる機会となっています。 
メモリとストレージは、コンピューターのエネルギー消費量
から車両の安全性に至るまで、さまざまな最終製品の持続可
能性に影響を与えます。このため当社は、大容量化、ユーザー
プライバシーとデータ保護の強化、データ転送率の高速化、

消費電力の低減、エネルギーと材料の効率化、信頼性向上な
どに取り組む研究に投資し、継続的な性能改善に努めてい
ます。サプライヤーのエンゲージメント、技術開発、法令遵守
を通じて、新たな素材を評価し、従業員の安全と製品材料の
安全性を確保します。

患者さんに「時間」をプレゼント
ガン治療の新たなアプローチであるプレシジョンオ
ンコロジーでは、一人ひとりの患者に合わせて治療
法を選択し組み立てていきます。このプロセスには、
発現している症状から、小さなものでは腫瘍レベルの
DNAまで、さまざまなレベルの臨床情報を測定、ビジ
ュアル化、統合することが必要となります。この作業に
より、非常に複雑で処理に時間がかかる何テラバイト
ものデータが作成されます。しかし、先進的な診断法
で患者の治療を進める場合は、何よりも時間が大切
です。オレゴン州のナイトがん研究所では、マイクロ
ンのディープラーニングアクセラレータによって解析
パイプラインの処理速度が上がり、治療法決定や治
療開始を早めることができました。

世界経済フォーラムは、「第4次産業革
命の技術分野でリーダーシップを発揮

し、業務上または環境面でインパクトを
与える」先進的なメーカーで構成され

る グローバルライトハウスネットワーク 
に、マイクロンのシンガポール工場を迎

え入れました。
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マイクロンの先進的な製品は、テクノロジー分野におけ
るエネルギー需要の増大を緩和します。 
当社がお客様と連携して、エネルギー効率に対して厳しさを増す要件や期待事項
を満たすメモリとストレージソリューションを提供するのは、こうした理由からで
す。マイクロンの System Power Calculator は、お客様がシステムアーキテクチャや
設計を決定する際に必要となるメモリパワーを計算できるオンラインツールです。
たとえば、携帯端末の演算・データ処理能力の向上が求められていますが、パフ
ォーマンス向上がエネルギー効率と引き換えにならないことが極めて重要で
す。2020年初め、マイクロンは世界初となる量産型低電力DDR5 DRAMを出荷して
います。本製品により、スマートフォンの人工知能や5G機能に対する消費者需要の
高まりに対応できます。この低電力DDR5 DRAMは、前世代比でデータアクセス速
度が50%向上し、エネルギー効率も20%以上改善しています。

製品効率  
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当社は、業界の動向や潜在的な脆弱性にも目をくばりな
がら、ユーザープライバシーとデータ保護に関するお客
様のニーズを把握するために、お客様と緊密に連携して
います。
脆弱性を抱える成長分野として、モノのインターネット（IoT）と産業分野向けモノの
インターネット（IIoT）があります。機械同士の通信手段として始まったものが、現在
では、世界中の何百万台ものコネクテッドデバイスによる複雑なネットワークにま
で発展しています。 
IoTが成長した結果、現在マイクロンがイノベーションの対象とするものには、膨大
な新データを保存できるストレージソリューションだけでなく、IoT端末のセキュリ
ティも含まれています。企業を標的にした攻撃の脅威はどこまでも広がっており、（
工場のオートメーション装置から自動車やスマート家電まで、あらゆるものに組み
込まれている）組み込み型システムの脆弱性もサイバー攻撃の標的となります。 

データ保護、ユーザープライバ
シー 
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現在マイクロンがイノベーションの対象と
するものには、膨大な新データを保存でき
るストレージソリューションだけでなく、IoT

端末のセキュリティも含まれています。

日常的に利用されるスマートデバイスがサイバー犯罪の侵
入口となるリスクが高まるなか、マイクロンのAuthenta™技
術では、システムに新しいコンポーネントを追加することな
く、既存の不揮発性メモリソケットにハードウェア防御強化層
を構築することができます。この独自のセキュリティソリュー
ションにより、自動車、産業、消費者市場にIoT／コネクテッド
デバイス用メモリを提供するプロバイダーとして、マイクロン
の価値が高まりました。マイクロンのAuthentaキー管理サー
ビスは、インストールしたAuthenta対応型のフラッシュデバ
イスをクラウドで有効化でき、その管理が端末側で行える、ク
ラウド型セキュリティサービスのプラットフォームです。この
機能は、当社の顧客ソリューションの全ライフサイクルを通じ

て、プラットフォームによる堅牢化とデバイスの保護が可能
になり、その範囲は、製造サプライチェーンから現場での取り
付け、アップグレード、管理にまで及びます.
Authentaのようなテクノロジーは、市場や業界におけるマ
イクロンのリーダーシップのもとに成り立っています。当
社は、自己暗号化ドライブ（SED）のオープンスタンダード
と仕様を開発、維持する業界標準規格制定組織のTrusted 
Computing Groupに積極的に参加しています。当社は10年
前にモバイルコンピューティングを対象とした業界初のソリ
ッドステートSEDの一つを発売し、それ以来、厳しい連邦情報
処理基準を満たすドライブを開発してきました。
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当社は、製品が顧客、環境、社会に与える恐れのあるリス
クへの対処に注力しています。 

危険物質
マイクロンの環境・健康・安全（EHS）機関と製品コンプライアンス部門の専門家
は、EUの特定有害物質使用制限に関する指令（RoHS指令）や化学物質の登録、評
価、認可および制限に関する規則（REACH規則）など、危険物質に関する法的要求
事項や顧客の要求事項を遵守するよう共同で取り組んでいます。このような規制
は、現在のところ危険物質に重点を置いていますが、最終的に危険物質は、危険
性が認知されている物質、あるいは、害を及ぼす恐れのある物質を含む、さらに広
範な規制対象物質の一部になる可能性があります。今後を見据えて製品コンプラ
イアンスや認可・認証の手順を進めることで、当社は、制限対象物質を適切に管理
し、現在および今後の要求事項を遵守しながら、いち早く新製品を世に送り出すこ
とができます。

危険物質と貿易に関する法令
遵守 
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高純度の化学物質は、一部には害性を持つものもあります
が、マイクロンの製造工程においては欠かせないものです。
当社がこうした物質を製造工程でどのように管理しているか
については、下記の「環境」セクションで詳しく説明していま
す。 
含有物に対するニーズを定期的に見直すことで、当社製品に
よる環境負荷を低減することができます。マイクロンのEHS
機関、製品コンプライアンス部門、そして各国の調達チーム
が協力し、マイクロンの製品とプロセスが、法律や顧客が求
める製品コンプライアンス要件を満たすよう取り組んでいま
す。新たな物質が関連規制リストに追加された場合は、当社
の調達チームが、サプライチェーン全域に新たな要求事項を
通知し、サプライヤーにマイクロンの期待事項と関係書類の
提出について再度認識してもらい、規制対象物の使用につい
て各サプライヤーに迅速な対応を求めます。 
マイクロンは、REACH規則やその他の制限対象物質に対す
る管理要求に追加される可能性のあるリストについて、その
状況を注視するようサプライヤーに求めています。こうした
取り組みにより、品質、技術、サービス、納品、持続可能性に関
する期待事項を満たす製品の提供に向けた当社の取り組み
を、お客様に認識してもらうようにしています。
 

各国における貿易関連法規の遵守
適用されるすべての貿易関連法規に従うことは、マイクロン
の経営陣にとっても、子会社にとっても、重要性の高い優先
事項です。マイクロンは、当社の従業員や代表者に対し、最大
限に倫理義務を守って業務を遂行するよう求めており、輸出
制限、輸入・税関、経済制裁・輸出入禁止措置、反ボイコット
に関する各法令の遵守を義務付けています。
これらの目標を達成するため、マイクロンの貿易コンプライ
アンスプログラムに以下の項目を取り入れています。
 ▪ 従業員や経営陣が、適用される貿易コンプライアンス規

制に関する研修を必ず受講するためのポリシーおよび
手順

 ▪ すべての規制を遵守するためのリスク評価と監督
 ▪ 国をまたぐ事業、人員、外部機関との連携を効果的に管

理するための内部プロセス 
 ▪ コンプライアンス関連記録の保持を適切に実施するため

の手順
 ▪ 違反が疑われる場合の内部通報チャネル

当社が事業を展開する国の安全やセキュリティを保護する
うえでも、また、当社の製品、技術、ソフトウェアが何らかの危
害を加えようとする組織や個人の手に渡らないようにするう
えでも、貿易関連法規に従うことは極めて重要です。マイクロ
ンは、グローバル企業として、貿易関連の法令遵守にコミット
し、当社の主要目標と事業戦略の推進、そしてカスタマーエ
クセレンスの推進に役立てていきます。  
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環境
当社の製造施設を稼働させるた
めに使用するエネルギーと水の
量を減らすことで、当社だけでは
なく、顧客、コミュニティ、環境も、
その恩恵を受けることになります。 



当社事業が環境に与える影響を把握するには、製造工程を
理解することが役立ちます。当社は、シンガポール、台湾、日
本、米国におけるフロントエンド施設（工場）でメモリチップ（
ダイ）を製造しています。当社では最新の製造工程を採用し、
シリコンウエハーに対する特殊材料の追加あるいは除去に
より、メモリとストレージソリューションを生み出しています。
マイクロンにおける製造は、クリーンルーム環境下のナノス
ケールで行われています。ウエハーは一つずつ幾多の製造
工程を進み、その中で、チップの機能性を上げる化学物質や
材料が正確に塗布されます。ウエハーは、それぞれ使うツー
ルが異なる最大10工程のエリアを何百回と通過することか
ら、品質確保のため空気中のチリ、気温、湿度は厳重に管理
されています。一つの新しいウエハーが工場に入ってから全
工程が終了するまでに、1か月以上かかることもあります。全
工程を終えたウエハーはダイに分割されます。その後、ダイ
はカスタマイズされた多数のフォーマットに組み立てられ、
さまざまなテクノロジーの実現に役立てられます。この最終
工程は、シンガポール、台湾、マレーシア、中国の当社施設で
行っています。 

これらの製造工程では、工場内の専用機器を稼働させ、クリ
ーンルームの環境を維持するためのエネルギーが必要とな
るのに加え、ウエハーの清浄度と品質を確保するために水を
使用し、また、潜在的危険性のある化学物質も取り扱います。
こうしたオペレーションのパフォーマンスを向上させるため、
当社では以下を実践しています。
 ▪ エネルギー効率の改善
 ▪ 水のリサイクルと再利用
 ▪ 排出削減と効率向上の強化
 ▪ 地域の地下水への依存度低減と地下水の還水
 ▪ 製造工程で使用する化学物質の適切かつ安全な管理
 ▪ 製造環境に持ち込まれる全材料の見直しと潜在リスクの

特定  

持続可能性に対する当社の想い
マイクロンは世界有数の半導体企業として、当社の事業運営
が環境にどのような影響を与えるかを意識し、環境スチュワ
ードシップに対して積極的なアプローチを取っています。この
取り組みの道筋を示すため、2020年初めに部門横断的なチ
ームを結成し、明確な長期的環境目標を設定しました。これ
は、2017年から取り組んできた目標をさらに高めたものとな
っています。マイクロンは、テクノロジーのイノベーションによ
り世界を豊かにするというビジョンを忠実に守りながら、グロ
ーバル事業による環境負荷を飛躍的に改善していくという強
い志を持って取り組んでいます。 
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地球の気温上昇を2℃未満に抑えるというパリ協定の目標
と、国連の持続可能な開発目標（SDGs）の目標13「気候変
動に具体的な対策を」に沿って、マイクロンは、温室効果ガス

（GHG）排出を基準年の2018年比で40%削減、また、可能な
地域ではエネルギー調達の100%を再生可能エネルギーに
することを目指します。さらに、事業で使用する水の100%を
再利用、リサイクル、または再生し、廃棄物の埋立処分ゼロを
目指します。当社は年間設備投資額の約2%を環境プログラ
ムに投じる計画であり、この総額は今後5～7年で約10億ドル
相当となります。
ビジネスを成長させながらこうした目標を達成するのは厳
しい道のりですが、テクノロジーや世界のインフラ、そして準
拠すべき公共政策は依然として開発の初期段階にあります。
それでも、当社は大きな進歩を成し遂げることにコミットし、
戦略ロードマップには今後3年および10年の中間目標を記
載しています。この目標については、今後公表予定の2020年
CDP（旧名称：カーボンディスクロージャープロジェクト）やそ
の他の報告において詳しく説明する予定です。エネルギーと
排出の目標に向かって前進するためには、全ステークホルダ
ーが一丸となって取り組む必要があります。このためマイクロ
ンでは、ベンダーと協力して次世代テクノロジーを共同設計
したり、産官学および環境団体と共に再生可能エネルギーの
導入を加速させるなどしています。 

気候問題対策の前 
進に向けた協力
気候変動やエネルギーに関する目標の進展をサポー
トするため、マイクロンは先ごろ、 日本気候リーダー
ズ・パートナーシップ (JCLP), 再生可能エネルギー購
入者連合 (REBA).両団体に加盟しました。JCLPは、気候
課題における協力の推進、気候とビジネスの両方に関
わるデータの収集・解析、低炭素エネルギーへの賛同
の発信などに取り組む企業グループです。REBAは、エ
ネルギーの大口購入者、開発会社、サービスプロバイ
ダー、パートナーNGOが加盟する会員制団体で、エネ
ルギー利用者がよりクリーンで経済の繁栄も可能にす
るゼロカーボンのエネルギーに迅速に移行できるよ
う、市場の開放を目指しています。
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2019年実績一覧1  

8,000万

9,200万 9,600万 9,600万 9,900万

2015 2016 2017 2018 2019

53% 52% 51% 50% 50% 

3,800万 4,400万 4,700万 4,800万 5,000万 

4,200万

4,800万 4,900万 4,800万 4,900万

  取水        リサイクル／再利用        リサイクル／再利用の割合（%）

地表水
1%

2019年 取水源

2019年 水収支

水の利用とリサイクル

自治体の水道
83%

地下水 
16%

3,900万排出3

4,900万リサイクル／再利用

5,000万取水

1,100万消費

2015 2016 2017 2018 2019

69%

75% 
76% 

77% 
74% 

9,500万

1億3,100万
1億5,600万

1億6,300万
1億8,300万

5,000万 8,500万 
1億
500万 9,900万 

1億
1,500万 

4,500万 

4,600万 
5,100万 

6,400万 
6,800万 

オンサイト再利用
4%

その他の処分
4%

エネルギー回収
10%

 焼却  4%
 回収4  2%
 埋立   1%

 回収4  1%
 エネルギー回収  1%
 コンポスト  1%
 オンサイト再利用  <1%
 オフサイト再利用  <1%

危険廃棄物内訳（2019年）

非危険廃棄物内訳（2019年）

廃棄物2水

廃棄物・リサイクルの総計

  危険廃棄物        非危険廃棄物        再利用／リサイクル／回収の割合（%）

リサイクル 
61%

オフサイト再利用
13%

埋立 
24%

焼却
5%

その他の処分
5%

1 環境データはすべて、暦年で表示しています。特段の記述がない限り、データは暦年の2019年のものです。2019
年のデータには、シンガポールの旧200mm工場は含まれていません。 

2 本カテゴリーの他の材料による「エネルギー回収」と区別するため、2017年、2018年、2019年の「再利用」「リサイ
クル」「回収」のパーセンテージのデータが修正されています。

3 廃水排出の詳細情報を記載したGRIインデックスをオンラインでご覧いただけます。
4 エネルギー回収を除く。

リサイクル
62%

水量：立方メートル（m3）

水量：立方メートル（m3） 廃棄物総量：キログラム（kg）
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エネルギー GHG排出量5
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当社の工場や事業拠点に、同じものはありません。 

マイクロンは、事業を展開するコミュニティや環境に対する当社事業の影響を低減
する機会を、計画立案や生産の初期段階で特定する取り組みを行っています。この
分析においては、グローバル戦略と地域への適応を融合させる必要があるため、
当社は以下のような取り組みを行っています。 
 ▪ 世界各地の事業所に所属するEHS専門担当者による強固なネットワークの構築 
 ▪ 環境資源を保護しながら、製造部門、インフラ、オフィススペースを設計できる

機会の探求と実施 
 ▪ 環境マネジメントシステムISO 14001:2015、労働安全衛生マネジメントシステ

ムISO 45001:2018（OHSAS 18001に基づく規格）の全製造拠点における認証取
得と履行 

 ▪ 製造過程における重要な環境活動を当社の基準（現地の法令要件より厳格な
場合が多い）に合わせるための調整 

 ▪ 社内監査や第三者監査による、当社の環境実績に関する詳細な調査の実施 
 ▪ 環境・持続可能性に関する戦略的企業目標の採用と世界中の製造ネットワーク

における履行 

環境・健康・安全への取り組み 
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当社は近年、施設の設計や建設にEHSの配慮を当初から盛
り込む取り組みを大幅に強化してきました。たとえば、エネル
ギー、水、廃棄物に関する効率性向上、LEED（Leadership in 
Energy & Environmental Design：エネルギーと環境設計に
おけるリーダーシップ）の評価基準、将来的に当社のパフォ
ーマンスを向上させるその他の配慮などを採用しています。
当社は建設コンサルタント会社や設計事務所と協力し、全体
的なシステムデザインを中心に、将来に向けた全体効率の
改善の余地について検討しました。 

従業員間で持続可能性を 
推進する
2019年、マイクロンはボイシ本社で第1回の環境持続
可能性委員会を開催しました。ボイシEHSチームの呼
び掛けによって組織されたこの委員会は、環境持続可
能性の課題に対する意識向上を図りながら仲間たち
の参加を促すボランティアで構成され、ボイシにおけ
る重大な環境負荷を特定して活動を行います。2019
年は、家庭や職場におけるリサイクルの意識向上を図
りました。また、委員会下部組織のテクニカルサブグ
ループでは、大量生産過程においてより良いオプショ
ンが選択できるよう、GHG削減技術の評価を行いまし
た。2020年は、ボイシをはじめとする各サイトでのこの
ような成功例を活かし、得られた教訓を全施設で取り
入れていきます。
2019年のアースデイに、マイクロンは当社の環境持続
可能性の4本の柱（エネルギー、GHG排出、水、廃棄物）
に関するブログを公開し、どうすればマイクロンが企
業としてこのような課題を改善することができるか、ア
イデアを共有するよう従業員に呼び掛けました。今後
数年間でこのプログラムを正式な形に整え、優秀なア
イデアを表彰していきたいと考えています。
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水は、半導体製造に欠くことのできない資源です。 
当社の製品製造に利用するウエハーは何段階もの洗浄工程を通過しますが、この
工程は製造プロセスにおける品質を確保するため超純水に依存しています。半導
体テクノロジーはより複雑化しており、水の使用量も増えています。このため、水の
使用量削減と、使用する場合の適切な処理が、マイクロンの環境に関する最重要課
題の一つとなっています。
マイクロンは、安全な水や衛生にフォーカスする国連の持続可能な開発目標

（SDGs）の目標6を支持し、水の利用効率向上と原水需要の低減につながる機会
を見つけ出すことで、水の消費量を積極的に管理しています。当社の製造拠点で
は、施設で使用した水のリサイクルと地域の未処理の水資源を組み合わせて超純
水を製造しています。サイト内でリサイクルや再利用が行われない事業廃水につい
ては、地域の基準に従って処理を行い、排出しています。

水スチュワードシップ 
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2019年の実績 
当社の製造拠点における2019年（暦年）の総取水量
は、5,000万立方メートル（m3）を超えました。この数字は
2018年の使用量を上回っており、製造能力が増大したこと
を示しています。水消費量が多い一方、世界各地の製造拠
点では水のリサイクルに取り組み、同年におけるリサイク
ル率の平均は約50%に達しました。 
マイクロンは、当社事業で使用した水の100%を再利用、リ
サイクル、再生するという大胆な目標に向かって邁進してい
ます。再利用やリサイクルのインフラの改良、水の効率的な
利用管理などの実施は、この目標に向けた前進につながり
ます。当社が水のリサイクルを増やせる主な機会は、製造能
力の拡張事業です。当社では、新たな建築プロセスや工業
プロセスの設計段階から節水対策を導入する機会が増えて
います。同時に、既存の工場における利用効率向上のため
にリソースを投じています。 

水の利用を管理する 
ウォーターフットプリントの持続可能な管理は、どこから水を
得るかを知ることから始まります。世界的に見ると、製造拠点
における主な水の供給源は自治体であり、地域の水管理機
関との協力関係が重要であることが分かります。当社は、地
域事情に則したこのような協力関係を大事にし、土地ごとに
異なる地理条件、気象条件、流域環境、インフラが及ぼす影
響を把握するよう努めています。その後、これらの評価をもと
に、各サイトに最適な水資源管理方法を決定します。
世界資源研究所（WRI）のツールAqueductを活用した水リス
ク評価により、地域の水環境について理解を深めることがで
きました。この評価を通して、マイクロンの総取水量の47%
が、水ストレスの高い（水供給がひっ迫している）エリアから
調達されていることが分かりました。製造拠点のあるシンガ
ポール、中国、台湾です。当社において製造量が非常に多い
米国と日本も水ストレスの高いエリアです。
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これらの地域では、混合アプローチを採用しています。ウエ
ハー工場施設の水再生利用システムに加えて、拡張工事を
行ったシンガポールのノースコースト工場では雨水捕集イ
ンフラを設置し、工場で利用する水の98%をリサイクル施設
や脱塩施設から調達しています。台湾の桃園にあるウエハー
工場では、2019年、自治体から供給を受ける水の消費を年間
450,000m3以上削減できる新たな廃水再生利用システムを
設置しました。また、アイダホ州ボイシでは、地域の大半の水
供給をまかなう帯水層に当社が影響を与えている可能性が
あることを把握しており、早期に技術投資を行ったことで、帯
水層に還水させ、取水による影響を緩和することができまし
た。 

水の供給と消費の緩和に向けた当社のアプローチは、地域
に則して適応できる方法を示していますが、産業廃水をあら
ゆる環境規制に従って排出するという当社のコミットメント
は普遍的なものです。マイクロンの各サイトでは、サイトか
ら排出する産業廃水が水質基準に適合するように、または、
さらに良い水質となるように、水処理の重要インフラに資金
を投じてきました。また、適切な処理を維持していくため、産
業廃水システムの運転と定期メンテナンスを担当する責任
者も置いています。廃水の処理方法はサイトによって異なり
ますが、膜ろ過、イオン交換樹脂吸着、沈殿析出、生物処理、
中和などの方法が採用されています。当社では、定期的に排
出した廃水を採取し、環境基準に適合しているかを確認す
るため水質検査を実施しています。2019年（暦年）に排出し
た処理済み産業廃水は3,900万m3で、その85%が公営排水
処理場に送られています。 
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ウエハーを何百ものダイにする製造工程では、溶着、パ
ターニング、必要な個所の部分的除去、洗浄を行うため
に、酸、基材、溶剤といった化学物質や材料が使用されて
います。
当社は、製造工程における危険化学物質の継続的削減に積極的に取り組むプログ
ラムを実施しています。当社で発生するすべての廃棄物について、埋立処分を減ら
し、リサイクルの機会を見いだすことを目標としています。
当社のコミットメントは、承認済みの化学物質以外は施設に入らないようにする厳
格なレビュープロセスから始まります。このレビューにより、使用が禁止または制限
されている化学物質が施設内に入ることを防ぎ、化学物質のライフサイクル全体を
通して取り扱い・リサイクル・処分を適正に行うことができます。また、当社における
化学物質の使用情報を追跡・把握し、化学物質の削減と排除に関する取り組みを
評価することもできます。

危険物質と廃棄物の管理 
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化学物質のスクリーニング以外にも、新規の廃棄物業者全社
に対してデューディリジェンスを実施し、関連法規に適合して
いるか、周辺環境への保護措置を実施しているかを確認して
います。処理施設がこの評価に合格した場合、マイクロンは
その後も定期的に評価を行い、廃棄物が一貫して効果的に
管理されるようにしています。 
当社では過去数年間にわたり、さまざまなサイトで危険物質
や廃棄物の削減と管理に向けた以下の対策を講じてきまし
た。 
 ▪ サイト内における副生化学物質の再利用 
 ▪ サイト外の建設工事における使用を目的とした無機性汚

泥のリサイクル 
 ▪ 溶剤と酸性物質の再利用を目的としたサイト外への搬出 
 ▪ 外部の蒸留施設における成分の再利用を目的とした混合

溶剤の譲渡  

半導体業界は絶えず変化を続けているため、当社は危険物
質に関する新たなリスクや機会をもたらす可能性のある開
発について、その最新動向を絶えず注視しています。当社は
化学物質消費量と廃棄物排出量を削減する取り組みを行っ

ていますが、さらに、廃棄物のリサイクル率を高める機会も
探しています。当社が新たに設定した、埋立処分ゼロを目指
す大胆な目標により、これまでよりはるかに高いレベルに照
準を定めています。そこで、廃棄物の流れの見直し、より良い
分離方法の特定、廃棄物業者との連携によるソリューション
の検討、化学廃棄物削減レシピの最適化、新たな再利用・リ
サイクル技術に関するビジネスパートナーとの協力などを
行っています。一例を挙げると、マレーシアのムアールサイト
では、ビジネスパートナーと協力し、処理プラントから出る汚
泥をほかの産業の代替原料に転用することにより、廃棄物リ
サイクル率を40%改善し、危険廃棄物の埋立処分ゼロを達
成する見込みです。
マイクロンでは、従業員にも廃棄物削減に積極的に取り組む
よう働きかけています。従業員は、自宅のゴミを減らすヒント
も盛り込まれているグローバルなウェルネスプログラムに参
加すると報奨が与えられます。また、通常通りに廃棄すると埋
立処分か焼却処分になるような廃品で危険性のないものを
職場から持ち帰り、それを全く別の有益な使い方でアップサ
イクルすることを競うDesirable Trash Award（望ましいゴミ大
賞）にも参加できます。
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マイクロンの低電力デバイスがお客様のサプライチェー
ンにおける持続可能性と気候変動対策を支えている一
方で、その製造工程は依然として大量にエネルギーを消
費し、排出量も多いままとなっています。 
マイクロンは、気候リスク評価と科学に基づく目標設定のシナリオワークを第三
者機関と共同で行い、その結果を踏まえて、事業が直接排出するGHG（スコープ1
）を基準年の2018年比で40%削減する大胆な目標を2020年に設定しました。これ
は、1.5℃シナリオに則したものです。また、可能な地域では、当社で使用するエネ
ルギーの100%を再生可能資源から調達することも目指します。2016年は対前年比
の削減目標を設定しましたが、2017年には複数年目標に移行し2022年までに少な
くとも10%のエネルギー節減（基準年2016年の年間使用量と比較した、キロワット
時［kWh］での節減率）を達成する、としていました。2016年から実施してきた省エ
ネ活動全体で、2016年の使用量と比較して4.7%の省エネを達成しており、当社はこ
の取り組みをさらに広げ、目標達成に向け取り組んでいます。世界各地における当
社の2019年のエネルギー消費量は、すべての製造拠点を含め、全体で8,562,453メ
ガワット時（MWh）でした。 

エネルギー、温室効果 
ガス排出 
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マイクロンでは、新設の建物など、大きな省エネ効果の見
込める場所に重点を置いて省エネを推進しています。当社
では、設計分野で世界トップのグリーンビルディング評価シ
ステムであるLEED（Leadership in Energy & Environmental 
Design）など、建物特性の持続可能性を考慮しています。拡張
したシンガポールの最新ウエハー工場、台湾の組立・試験施
設、イタリアのヴィメルカーテサイトなど、当社の最新建屋の
多くがLEEDのゴールドレベルを取得しています。当社ではす
べての新規建設について、この基準に適合するよう、またはこ
れを上回るよう、設計と建設を行います。
当社のGHG管理は、排出に関わるデータの収集、解析、報告
から始まります。GHG排出については、CDP（旧名称：カーボ
ンディスクロージャープロジェクト）を通じて報告します。CDP
とは、企業、都市、州、地域などが、GHG排出や環境に関する
評価基準に基づく報告を行う際に、統一された環境データで
報告できるようにしている主要国際機関です。2019年、当社
はCDP気候変動で「Cリスト」、水セキュリティで「Bリスト」に
選定されましたが、今後も実践と情報開示を強化していく予
定です。
半導体業界は、製造工程から生じ温暖化への影響が大きい
排出源とされる、フッ素系温室効果ガス（F-GHG）の排出を削
減する取り組みを行っています。F-GHG代替物質の研究は長
年行われていますが、すべての用途に適用できる適切な代
替物質はごくわずかしかありません。しかし、当社では、使用
時の削減によるF-GHG排出削減に重点を置いて、コンピュー
ターとディスプレイについての環境・社会責任評価基準IEEE 
P1680.1を満たす、75%以上のF-GHG排出削減を実現してい
ます。
また、マイクロンでは、建屋新築における最新システムの導
入によってビル管理を向上させる排出削減にも注力してい
ます。シンガポールの管理棟では、HVACシステムの最新化、
センサー照明の設置、古い機器の交換、ソーラーパネルの
設置により、電力系統からの買電を削減します。広島の当社
施設では、一連の拡張工事の一環として、新たに建設する建
物に排熱回収システムを搭載した特殊冷却装置を導入する
予定であり、これによってCO2排出量を年間約60,000トン削
減できる見込みです。
2020年を通して当社の大胆な環境目標を支えるプログラム
やターゲットに取り組みながら、今後、これらについてまと
め、進捗状況を報告する予定です。

2020年度持続可能性レポート  |  41

環境



責任ある調達
私たちは、世界中に広がる複雑な
技術サプライチェーンで一つにつ
ながっています。継続的な改善を
加速させ、透明性を促進すること
で、業界全体における人権と環境
スチュワードシップの向上を推進
することができます。



マイクロンは、オフィス用品から非常に特別な設計のコンポ
ーネントまで、事業を支えるさまざまな材料、機器、サービス
などを抱える複雑なサプライチェーンを管理しています。当
社は2019年に42か国9,000社以上のサプライヤーと取引を
行っており、供給拠点の管理は重要なタスクとなっています。
さらに、調達環境は変化し続け、新たなロケーションからの
調達が増えています。そのようなロケーションでは、グローバ
ルな標準があまり認知されていない場合があります。 
この状況を受け、新規／既存サプライヤーが、社会的評価基
準や環境評価基準に関連するものを含め当社の期待事項
に適合するよう、サプライヤー評価や承認プロセスの手引き
を行う専門チームを立ち上げました。マイクロンは、サプラ
イヤーとの緊密な連携を継続し、リスク評価、是正措置の遂

行、改善の奨励に取り組んでいます。当社の期待事項をティ
ア1サプライヤー（当社が直接調達を行う事業者）に伝えるこ
とで、サプライチェーンの隅々まで責任ある慣行が浸透する
よう努めています。
マイクロンは、レスポンシブル・ビジネス・アライアンス

（RBA、旧電子業界CSRアライアンス）に加盟しています。RBA
は、電子業界サプライチェーン全体を通して、責任ある労働
条件、倫理的な商慣行、環境スチュワードシップを世界規模
で推進することを目的としており、電子業界の大手企業で構
成されています。RBA参加企業は、労働、安全衛生、環境活
動、倫理、マネジメントシステムに関して、サプライチェーン
のパフォーマンスの期待事項を定めたRBA行動規範に従い
ます。 

当社は2019年に42か国9,000社以
上のサプライヤーと取引を行ってお

り、供給拠点の管理は重要なタスクと
なっています。

2020年度持続可能性レポート  |  43

責任ある調達



マイクロンは、当社のグローバル供給ネットワークで世
界的に影響を及ぼす事象が起きていないか、24時間365
日監視し、想定外の中断に対する供給リスクシナリオを
検討し、供給拠点と共同で全般的なリスク特性の改善と
低減に取り組みます。 

マイクロンのサプライチェーンにおけるリスクとレジリエンスに関するプログラム
は、グローバルなプロセスを採用しており、業界最高クラスの外部リスクサービス
プロバイダーと提携しています。また、サプライチェーンの強靭性、コンプライアン
ス、持続可能性を確保すべく常に成長と改善を続けているリソースも備えていま
す。当社の戦略的サプライヤー各社の相対的なリスの特性を明らかにし、管理する
ことで、持続可能性に関する業界やマイクロンの基準を守りつつ、継続的な製造と
製品出荷を可能にする強靭なサプライチェーンを確保することができます。このプ
ロセスのチェック機能として、当社ではサプライチェーンにおける違反行為を通報
できる法令遵守ホットラインを設けています。また、サプライヤーの責任やサプラ
イヤーに対する期待事項にフォーカスした研修プログラムも提供しています。2019
年、このプログラムに参加したサプライヤーの代表者は1,940名にのぼりました。

サプライチェーンリスク評価 
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マイクロンは、独自の業務遂行および倫理に関する行動規範
とRBA行動規範に沿って、サプライヤーのリスク評価を実施
しています。加えて、全サプライヤーに対し、以下の遵守を証
明するものを提出するよう求めています。
 ▪ 本社および全施設のRBA年次自己評価調査票（SAQ）また

はマイクロンの調達コンプライアンス評価（SCA）
 ▪ 高リスクと特定された施設に対するRBAの監査、またはこ

れと同等のもの
 ▪ 米国海外腐敗行為防止法
 ▪ 英国贈収賄法
 ▪ 2010年カリフォルニア州サプライチェーン透明法
 ▪ 2015年英国現代奴隷法
 ▪ 新しい製錬業者の追加、または既存の製錬業者の状況に

変更があった場合は、更新後の紛争鉱物報告テンプレー
ト（CMRT）

 ▪ 化学物質の登録、評価、認可および制限に関する規則
（REACH規則）。6か月ごと、または、製品変更により必要
となった時点での更新と提出

 ▪ 特定有害物質使用制限に関する指令（RoHS指令）。12か
月ごと、または、製品変更により必要となった時点での更
新と提出

 ▪ CDP（旧名称：カーボンディスクロージャープロジェクト）
 ▪ 持続可能性または企業の社会的責任（CSR）に関するレポ

ート、または同等のレポート

マイクロンは、以下の情報を含め、供給の可視化マッピング
とサプライヤー評価を通して透明性を確保するようサプライ
ヤーに求めています。 
 ▪ 重要な下請サプライヤーの製造地、緊急連絡先、製造回

復時間、所在地などのデータポイント 
 ▪ 製造地における事業継続のプロセスとプログラム 
 ▪ マイクロンのサプライチェーンに関連する事故等の影響

についての通知対応 
 ▪ 倫理、環境、強制労働、安全に関するプログラムと方針

2020年度持続可能性レポート  |  45

責任ある調達



コンプライアンスは責任あるサプライチェーンの重要な側面
を成すものですが、マイクロンはコンプライアンスにとどま
らず、サプライヤーとの関わりをさらに強める取り組みによっ
て進化を続けています。サプライヤーの多様化や環境負荷に
関するサプライヤー研修やサプライヤーとの連携を強化し、
より積極的に取り組んでいます。このアプローチにより、当社
事業の競争力を高めながらさらに多くのサプライヤーを確
保し、業界のスタンダードを高めることができるでしょう。 

マイクロンのサプライヤー 2019年（暦年）

5,555
利用したサプライヤー

6,150
サプライヤー拠点

80% 
総支出に占める上位125社への支出

179億ドル 
製造に関わる総支出額

サプライヤー上位10社の所在地（基準：マイクロンの支出額）  
日本、台湾、シンガポール、米国、スイス、中国、韓国、マレーシ
ア、英国、インド
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当社のサプライチェーンにおけるリスクをどのよう
に管理するか 
マイクロンの調達リスク・コンプライアンスグループは、サプ
ライチェーンのリスク管理を監督しており、環境、人権、地政
学などにおけるリスクも対象としています。このチームは、新
規／既存のサプライヤーのスクリーニング、評価、調査、リス
クプロファイリング、開発、監査など、強靭性、コンプライアン
ス、持続可能性を備えたグローバルサプライチェーンを実現
するミッションを完遂すべく取り組みを続けています。調達リ
スク・コンプライアンスグループでは、毎年以下を実施してい
ます。 
 ▪ スクリーニングと評価：最初に事業継続プロセス、所在地

の地理的条件、商品やサービスの種類、マイクロンとの取
引歴、第三者のレビューから得た情報でサプライヤーを
評価します。新規サプライヤーには、追加のスクリーニン
グを実施します。

 ▪ スコア：事業継続計画プロセス、倫理、所在地、強制労働、
環境、安全に注目して、サプライヤーを製造レベルにマッ
ピングします。製造や事業の中断に関わるリスクを表す事
業リスクスコアと、責任とコンプライアンスに関わるリスク
を表すスコアを割り当てます。各スコアは、「高」「中」「低」
のように表されます。

 ▪ 監査：高リスクとみなされたサプライヤーは、当社の行動
規範に従っていることを確認するため、立入監査を受ける
ことがあります。

 ▪ 是正と立案：コンプライアンスを逸脱していると判断され
たサプライヤーは、当社が緩和計画を立てて改善措置を
要求するか、供給拠点から除外することがあります。マイ
クロンは、サプライヤーのリスク特性を改善するため、是
正措置計画の策定、実地研修の実施のほかに、スコアカ
ードのレビューやその他の計画を行う場合があります。

マイクロンは、他社のサプライチ 
ェーンの一部でもあります 
サプライチェーンにおけるサプライヤーとして、また顧
客として、サプライチェーンのパートナーと双方向で関
わってきた経験が豊富にありますが、私たちも当社サ
プライヤーと同じ監査プロトコルを多く受けています。
マイクロンの全サイトがRBAプラチナ認定を受けてお
り、また、過去2年間に監査を受けているすべてのサイ
トで、満点の監査スコアを得ています。
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マイクロンと当社のステークホルダーは、私たちのバリュ
ーチェーンにおける人権向上を支援しています。
当社の業務遂行および倫理に関する行動規範は、RBA行動規範の趣旨に同調する
ものであり、このRBA行動規範では、児童労働や強制労働はビジネスのいかなる場
面においても許されないと明確に規定されています。各工場は、こうした規範に適
合していることを確認するため、定期的に監査を受けます。マイクロンは、自社事業
が最高レベルの労働倫理を保持できるよう積極的に取り組み、サプライヤー、請負
業者、合弁パートナーに対しても、当社行動規範や、人権に関するポリシー、児童労
働や強制労働に関する法律を遵守するよう求めています。 

強制労働と児童労働
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マイクロンは、このような懸念事項に対する自らのコミットメ
ントを、当社の「奴隷制と人身売買に関する声明」で公開して
います。この領域について実施しているデューディリジェンス
の一環として、当社では、サプライヤーが人権侵害のリスクが
高い領域での事業活動に特別の注意を払いつつ、十分にこ
うした問題に取り組んでいるかを確認するため、サプライヤ
ーのリスク評価を定期的に実施しています。これらの重要な
問題に加えて、当社サプライチェーンに関わるものとして、次
のような人権関連の懸念事項についてもモニタリングを行っ
ています。
 ▪ 労働時間
 ▪ 公正な賃金と諸手当
 ▪ 労働者の安全衛生
 ▪ 差別的行為やハラスメント行為の排除
 ▪ 結社の自由

この人権の監視は、マイクロンの拠点で働く、警備から建設
作業までのあらゆる業務に就くすべての人が行うものです。
対象はサプライヤーの従業員や契約社員にまで及びますが、
世界ではこれらの労働者が外国籍の移民労働者である地域
もあります。当社サプライヤーの多くがアジアに所在してい

RBA行動規範 
最高の成果というものは、私たちの業界全体が一丸と
なって取り組んだ時に生まれます。RBAは、社会的責任
や環境的責任に関してまとめられた単一の期待事項
と、適合していることを証明する単一のプロセスの維
持において、極めて重要な役割を果たしています。当
社はRBAが提供する研修資料、監視ツール、第三者監
査を利用して、当社の主要サプライヤーが責任ある事
業運営を維持できるよう、その取り組みをサポートして
います。また、サプライヤーの事業運営が不適切であ
れば、その説明責任を追及します。当社では、自らの事
業においてもRBA行動規範に準拠するため、精力的な
管理アプローチを採用し、このなかで、行動規範に関
する従業員研修、当社の活動が適正であるか確認を受
ける外部監査などを実施しています。当社のRBAグロ
ーバル監督チームは、法務、人事、EHS、サプライヤー
管理の各部門から集まった代表者を含んでおり、RBA
の主要指標に基づいた全製造拠点のモニタリングと
マイクロンのRBAパフォーマンス全般に関する四半期
レポートのレビューを行っています。
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ますが、アジアは移民労働者に対する人権侵害が報告され
ている地域でもあります。たとえば、パスポートを取り上げら
れたり、雇用される前に採用手数料や事務管理手数料などが
請求されることがあります。このような手数料は給料の何か
月分にもなることがあり、労働者はローンを組まざるを得ず、
結果的に仕事を得るためにお金を払うことを強いられる場
合があります。さらに、こうした労働者のほとんどが家族を養
うために給料の大半を母国に送金しているため、ローンや手
数料の支払いは特に重い負担になります。
強制労働を制限するRBA行動規範の規定は、当社が事業を
展開する多くの国の、手数料、徴税、労働時間に関する法律と
は違いがあります。これにより複雑さが増しているため、現地
の法律とRBA行動規範が異なる場合は、より厳しい方の基準
を採用し履行します。マイクロンはRBAの参加企業と共に、研
修、行政との対話、状況把握のための外国籍移民労働者との
面談を行い、サプライチェーンにおける強制労働問題の解消
に積極的に関与しています。 

マレーシアのサプライヤーを支援
マイクロンは、事業を成長させながら世界中で高まって
いる貿易不安に対応するため、新たな地域でのサプラ
イヤー開拓に取り組んでいます。当社が、多くのテクノロ
ジー企業と同様に、供給拠点を広げたいと考えている地
域の一つがマレーシアにあります。マレーシアは、新首
相が誕生し、現在急速な発展の時を迎えています。
多くの企業が新たにマレーシアで事業を始めています
が、中には、強制労働や贈収賄などの重要な問題に関す
る方針を定めたRBA行動規範のような、サプライヤーを
対象とする業界基準にまだ馴染みのない企業もありま
す。当社は、世界中のサプライヤーと何年も取引してき
た経験から、後から問題を是正するよりも、その場で当
社が期待することを伝えリスクを緩和する方が簡単であ
ることを学びました。
マレーシアの新規サプライヤーが当社の期待事項を
よく理解できるように、マイクロンは、より細部まで掘り
下げた新人研修と、各施設に対して調査対象を広げた
監査を実施しています。この監査で、外国籍移民労働
者の労働時間、残業代、経済状況に関する問題を発見
し、対処しています。また、現地のサプライヤーがRBA行
動規範に則って自社の方針や手続きを履行できるよう
に、RBA行動規範を複数の現地サプライヤーに紹介しま
した。アジア地域のサプライヤーを今後も増やしていく
ためにも、特別のサポートが必要なサプライヤーに当
社が関わる際のプロセスの統一化を進めながら、さら
に多くのサプライヤーにRBA行動規範の採用を広めて
いく計画です。
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マイクロンは、紛争鉱物問題に対処し報告を行うプログ
ラムを長きにわたりリードしています。多くのテクノロジー
企業と同様、マイクロンも製品製造にスズ、タングステン、
タンタル、金の使用が欠かせません。 

紛争鉱物として知られるこの4つの物質は、コンゴ民主共和国（DRC）とその周辺国
に豊富に存在していますが、この地域は長引く紛争と人権侵害に苦しんでいます。
しかし、入手方法に対する社会的、環境的懸念から長く論争の的となっているこれ
らの紛争鉱物のほかにも、論争の的となるような原料物質が存在することを私たち
は認識しています。EUの新規制の対象は、DRCに限らず、紛争の影響を受けている
世界中の高リスク地域にまで及ぶでしょう。当社のプログラムでは、このことを念頭
に置き、鉱物の入手方法や入手先地域の拡大を図りながら責任ある鉱物調達に注
力しています。 

責任ある鉱物調達 
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マイクロンは、製品の製造に使用する鉱物が、直接的にも間
接的にも、DRCと近隣諸国における暴力や人権侵害の資金
源とならないよう徹底することにコミットしています。当社で
は、責任ある鉱物調達イニシアチブ（RMI）の 責任ある鉱物保
証プロセス（RMAP） 、または、これらと同様に広く認知されて
いる 責任あるジュエリー協議会（RJC） 、 LBMA が実施するプ
ログラムのいずれかに準拠した第三者監査より認定された
製錬業者から全量を調達する目標を採用しました。加えて、
経済協力開発機構（OECD）の「紛争地域および高リスク地域
からの鉱物の責任あるサプライチェーンのためのデュー・デ
ィリジェンス・ガイダンス」に記載のデューディリジェンスの国
際的ベストプラクティスに準拠し、また、米国の上場企業に対
しサプライチェーンにおける紛争鉱物の追跡、モニタリング、
年次報告を義務付ける米国ドッド＝フランク・ウォール街改
革・消費者保護法1502条を遵守するよう努めています。

サプライチェーンの法令遵守を達成するカギは、政府、業界、
コミュニティのコラボレーションです。マイクロンは、この観
点を踏まえ、紛争鉱物サプライチェーン問題への対処、また
今後ほかの鉱物にも範囲を拡大できるような手順の開発に
共同で取り組むため、鉱物業界全体で活動を行うコンソーシ
アムであるRMIの創設メンバーとなりました。RMIには、第三
者監査プロセスやデューディリジェンスツールに加え、各製
錬業者の紛争鉱物不使用に向けた取り組みがどこまで進ん
でいるかを文書化した公開データベースなどがあります。マ
イクロンはRMIの製錬業者エンゲージメントチームのメンバ
ーです。当社は2018年、電池以外でのコバルトの産業利用に
ついて報告するプログラムの拡大を積極的に支援しました。
マイクロンでは、当社のサプライチェーン内におけるコバル
ト使用の可能性について、すべての調査を完了しており、RMI
がこのコバルトプログラムを本格運用する2020年後半には、
該当するコバルトがあれば報告できる見込みです。
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マイクロンでは、製造過程で使用するレアアース、レアアース
金属、レアアース材料についても評価とレビューを実施し、潜
在的な制限事項、入手の容易性、価格、製造工程や製品への
影響に関するリスクの把握に努めています。このレビューで
は、サプライヤーから、あるいは、さまざまな地域から、代替
供給源が得られる機会が明らかになることがよくあります。
現在取り組んでいる大きな課題は、当社製品にリサイクルの
金を使用することです。お客様はリサイクル品を重要視する
ようになっており、リサイクルされた金の使用割合や、承認し
た機関による品質保証を新たな要求事項として設定するよ
うになっています。当社は現在、サプライヤーと協力して、使
用する金の100%をリサイクル品に移行する場合の実現可能
性について調査しています。また、お客様のニーズを把握し
最善の対処ができるよう、お客様とも協力を続けています。
当社は、このような取り組みが当社製品に使用するその他の
コモディティにも好循環し価値ある学びを生むと考えていま
す。
マイクロンは透明性の確保にコミットしており、当社のデュー
ディリジェンスや紛争ゼロのサプライチェーンに向けた進捗
状況について報告を行っています。詳細については、当社の
年次 紛争鉱物レポートをご覧ください。

マイクロンは、責任ある鉱物調達の目標達成に向けて、サプ
ライヤーに対し、以下を実施することにより当社の紛争鉱物
プログラムを遵守するよう求めています。
 ▪ マイクロンに販売する製品に含まれる可能性のある紛争

鉱物の産出元を開示する記入・更新済みのCMRTの提供（
その紛争鉱物の提供元である製錬業者の証明も含む）

 ▪ サプライチェーン全体の中で製錬業者または精錬業者に
変更があった場合、2週間以内のCMRT更新

 ▪ 紛争ゼロのサプライチェーンを実現するという目標に特
化した紛争鉱物ポリシーの採用

 ▪ 施設、紛争鉱物ポリシー、紛争鉱物に関する手続き、関連
記録に対する監査への積極的な参加と同監査の促進

 ▪ 自社のサプライヤーに対する紛争鉱物ポリシーの採用に
向けた指導

端的に言えば、既存のサプライヤーは紛争と関係のない製錬
業者／精錬業者しか利用しておらず、新規サプライヤーに関
しても、これを実施できるサプライヤーとのみ取引を行って
います。当社では、サプライヤーが認可済みのステータスか
ら脱落した場合、必要な変更を行うために与える時間として
13週間サイクルを採り入れていますが、多くの場合はこれよ
り早く問題を解決できています。2019年は、不適合の製錬業
者をサプライチェーンから排除するまでの平均時間は15週
と、サプライチェーンの制約により13週目標を超過しました。 
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メモリおよびストレージソリューションのリーディングカ
ンパニーであるマイクロンには、業界全体にわたって協
力関係を構築し、サプライヤーの環境対策に影響を与
えられる大きなチャンスがあります。 

マイクロンや同業他社の工場で使われているテクノロジーを供給できる機器メー
カーは限られています。当社は、この業界が水やエネルギーの使用量を削減でき
るイノベーションに向けてかじを取る役目を担っています。
マイクロンは、持続可能性に関する取り組みの推進を当社のサプライチェーンに
働きかけています。これと同時に、気候変動や環境負荷なども含め、サプライチ
ェーンにおける持続可能性リスクについても、より深く理解し対処するよう努め
ています。当社のサプライヤーが活用しているRBA監査プロセスには、このよう
な影響の評価も含まれていますが、当社はサプライヤーに対し、CDPへの報告も
求めており、排出量、目標、リスク、行動促進の機会に関するデータを集め始めて
います。主要サプライヤーには、CDPに提出したものをマイクロンに送るか、また
は、CDP情報の一部を専用スプレッドシートに入力して報告するよう依頼していま
す。2019年、マイクロンは気候変動問題に関するサプライヤーのエンゲージメン
トで、CDPからスコア「B-」の評価を受けました。 

サプライヤーによる環境負荷 
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サプライヤーが実施するエネルギー
効率の改善、GHG排出削減、さらに固

形廃棄物、廃水、排気の管理、処理、
最大限の削減といった、高リスクかつ

重大な取り組みを査定します。

さらに、全サプライヤーに当社の「サプライヤー要求事項基
準」（旧サプライヤー品質要求文書）を渡していますが、これに
は、すべてのGHG排出規制に従うことを求める項目も含まれ
ています。サプライヤーのその他のリスクに関する評価とほ
ぼ同様の方法で、サプライヤーが実施するエネルギー効率の
改善、GHG排出削減、さらに固形廃棄物、廃水、排気の管理、
処理、最大限の削減といった、高リスクかつ重大な取り組みを
査定します。その結果を評価し、リスクスコアを付けます。

リスクスコアが「高」となった、または、取り組みやプロセスに
不備があったサプライヤーには、必ず開発計画と改善計画を
策定するよう約束してもらいます。マイクロンでは、サプライ
ヤーの資料やデータの管理を簡便化するため、ソフトウェア
システムも利用しています。これにより、サプライヤーに対す
る高い期待事項を維持するために必要な、対象範囲の拡大、
リソースの改良、プロセスの改善を続けています。
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当社は、最高のイノベーションは、多様な経験、視点、背
景から生まれると考えており、この考えを、サプライチェー
ンや調達の取り組みにも広げています。 
マイクロンは、私たちが革新的ソリューションを開発しお客様にお届けできるのは、
これを支える多様性に富んだ小規模企業の役割によるものと考えています。2019
年度、マイクロンはサプライヤーダイバーシティプログラムを強化する重要な歩み
を大きく進めました。このプログラムには、追跡や報告を含むベストプラクティスの
実践、サードパーティのサプライヤーにおけるダイバーシティ分野のリーダーやイ
ノベーターの起用、既存のデータレコードをさらに大量に保存できるようにする全
面的な刷新などが含まれています。米国では、マイクロンのすべての既存サプライ
ヤーが、ダイバーシティ分類の作業を完了しました。さらに、当社は、全世界での調
達のうち、多様性に富んだ小規模企業に対する支出の基準値を設定するため、内
部監査を実施しました。こうして、マイクロンのグローバル・ソース・ツー・ペイ（調達
から支払いまで）システムにサプライヤーのダイバーシティを盛り込むことができ
ました。

サプライヤーのダイバーシティ
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2020年度のサプライヤーダイバーシティプログラムの取り組
みでは、サプライヤー開発と教育に重点を置くとともに、マイ
クロンの調達において適格と判断された多様性に富んだ企
業の採用が増加していることにも注目していきます。また、テ
ィア2サプライヤーの報告に関するパイロットプロジェクトも
一部のサプライヤーと共同で立ち上げ、多様性に富んだ小
規模企業に対する支出額の報告を依頼しているところです。
来年は、サプライヤーダイバーシティプログラムにより、サプ
ライチェーンの隅々まで意識向上と機会推進を図り、今後の
プログラムの成熟・成長に向けた基盤構築を目指します。 
マイクロンは、 Manufacturing Ownership Diversity SEMIワ
ーキンググループのメンバーです。このグループは、2019年
に設置され、業界内のサプライヤーダイバーシティを定義し、
グローバルなベストプラクティスを提供するため、統一基準
の策定に取り組んでいます。また、意識向上を推進し、多様性
を持って経営している企業が競争入札で落札できるように能
力向上を図ることに加え、半導体業界全体で多様性に富んだ
サプライヤーの参入を増やすことを目指しています。

2019年度マイク
ロンの供給基盤

として1,500社
以上の多様性に
富んだ小規模企

業を採用 。 
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人
成長を促進する職場環境を作る
には、重点的な取り組みが必要で
す。従業員は当社事業の屋台骨
です。キャリア形成の道のりの中
で、従業員への関与と支援を強
化する取り組みを、これまで以上
に進めていきます。



マイクロンは、高品質で最先端のメモリやストレージソリュ
ーションの設計、開発、製造を、勤勉で粘り強く、学識の高い
従業員に頼っています。従業員の配属地は18か国にのぼりま
す。業務の枠を超え、あらゆる地域の人々が一体となった文
化を生み出すことが、マイクロンのビジョンとミッションの実
現には不可欠です。

採用過程では最高の人材を探し、マイクロンにおけるキャリ
アの最初から最後まで従業員が成長できる職場環境を整備
しています。5つのコーポレートバリューの最初に掲げられて
いる「人」には、従業員に対する当社のコミットメントが表れ
ています。また、倫理に配慮し、安全で、多様性があり、包摂的
な、仕事に打ち込める環境作りを重視する姿勢も反映されて
います。

従業員［性別比］ 従業員［地域別］

米国の人種／民族（全般）

12019年（暦年）のデータには、シンガポールの旧200mm工場は含まれていません。

報告された負傷率

2017              2018              2019           

0.32 0.32

0.14

2019年 従業員一覧表1

女性 
29% 南北アメリカ

29%

ヨーロッパ
2%

男性
71%

アジア
69%

白人

アジア系

ヒスパニック系、
ラテン系

2つ以上の人種

その他、少数派の人種／
民族

黒人、アフリカ系アメ
リカ人 
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業界内の競争が激しい状況下で優秀な人材を確保する
ことは、当社のビジネスにとって戦略的に不可欠です。 
当社のエンゲージメントプログラムでは、従業員からフィードバックを集め、そのイ
ンプットに基づいてアクションを起こすようにしています。仕事に打ち込む従業員
はプロフェッショナルに成長していく傾向があり、結果的に、当社のパフォーマンス
が向上します。 

「Engage!」は、上司とその部下の関わりを向上させるプログラムで、両者が年2回
のアンケートの結果についてレビューと話し合いを行い、これを踏まえたアクショ
ンを起こすものです。このプログラムは、エンゲージメントに関するチーム内での
定期的な会話のきっかけを作ることに加え、説明責任の醸成や進捗の評価を目的
として設計されています。

エンゲージメントと人材確保 
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アンケート調査では、「私の上司は、タイムリーに意義のある
評価をしてくれる」「仕事中、私はありのままに尊重されてい
る」といった記述に、従業員がどの程度同意するかを答えま
す。2019年10月の回答率は95%で、良い評価の割合は最初の
アンケートの時から増加しています。また、「マイクロンには、
個人のエンゲージメントとモチベーションを高める文化があ
ると思う」に賛同する割合を60%以上にするという昨年の目
標を上回ることもできました。2020年の目標は、「チームの成
果を上げるためにチームでアクションプランを立てた」と答え
る従業員の割合を80%にすることです。  
2019年のEngage!プログラムでは、新たにリーダーシップエ
ンゲージメントインデックス（LEI）に関する項目を追加しまし
た。これは、当社が組織としての成功を評価する際に使用し
ている指標の一つで、チームのエンゲージメントを高める上
司の能力の評価に役立つものです。 LEIのスコアは2019年の
6か月間に8%上昇しました。これは、マイクロンが広く実施し
ている リーダーシップ開発プログラムの成果が現れていると
考えられます。

従業員による求職者紹介プログラム 
マイクロンにとって、従業員の知人を人材として推薦し
てもらうこと以上に確実なことはありません。そこで、マ
イクロンではオンラインの求職者紹介プログラムを制
作し、従業員がこれを使用して同僚や友人と求人情報
を共有することを可能にしました。従業員には共有用に
作成されたURLが発行され、募集ポジションの採用者
が決まった場合には報奨が与えられます。すでに、従業
員の46%がこのプログラムに参加しており、現在では、
外部からの採用者の17%が求職者紹介をきっかけとし
ています。
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多国籍企業であるマイクロンは、真のイノベーションが
各従業員が持つ多様な経験、視点、背景から生まれるこ
とを知っています。 

当社は、最新技術と包摂的な採用慣行の両方を駆使して、できる限り幅広い人材を
集められるよう精力的に取り組んでいます。大学からの採用や、女性のほか少数派
とされる人種や民族の割合を高めるプログラムを通した採用を重点的に増やし始
めたことにより、さまざまな形のダイバーシティに富んだ職場を構築できるように
なってきました。ダイバーシティには目に見えるものと見えないものがあるとの認
識から、当社では従業員全員が成長していくことのできる、包摂と平等の文化を大
切にしています。 

ダイバーシティ、平等、インクル
ージョン 
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この取り組みにゴールはありません。このため、当社は今
後も自らの事業運営にダイバーシティ、平等、インクルージ
ョン（DEI）を根付かせることができるよう挑み続けます。当
社CEOのサンジェイ・メロートラはDEIを声高に推進してお
り、CEO Action for Diversity & Inclusion（ダイバーシティと
インクルージョンのためのCEOアクション）に署名していま
す。当社のDEI活動を指揮するため、世界中の主要部門の多
くから代表者を集め、幅広い分野の幹部で構成されるチー
ムを設置しました。このDEI諮問委員会は、全従業員の声が
届き、しっかりと受け止められるよう徹底する取り組みを進
めます。2019年、当社はDEI担当バイスプレジデントを初め
て採用しました。これにより、あらゆる角度からダイバーシテ
ィにさらに深くコミットし、当社のグローバルチームの強み
をさらに活用することができます。また、2019年は、取締役
会に新たに女性を迎え入れ、女性のバイスプレジデントの
割合がほぼ2倍（7.7%から13.5%）となるなど、当社最高幹部
チームのダイバーシティが向上しました。
マイクロンは、各従業員リソースグループ（ERG）への資金
提供や活動支援を通じて、従業員を直接サポートしていま
す。ERGは、特定の属性を持つ社内の人々に対して、メンター
シップ、ネットワーキング、ビジビリティ向上の機会を提供し
ています。ERGの支部は世界で47以上にのぼり、現在5,827名
の従業員がいずれかのERGのメンバーとなっています。 

2019年度「ダイバーシティ、平等、インクルージョン
報告書」のハイライト 

72% 
ERGメンバー数の増加率

3 
ERGグループを3つ新設（Black Employee Network、Tenured 
& Experienced @ Micron、Capable）  

>25%
超 マイクロン取締役会に占める女性の割合

75 
名 包摂的なリーダーシップのコース研修に参加したシニア
リーダー
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当社は、リーダー職への女性の登用を増やすコミットメント
において、前進を続けています。マイクロンの特許出願プロ
グラムへの女性参加者数の増加、イノベーションの推進、女
性イノベーター間のコラボレーションの促進を目指し、ウー
マンイノベートプログラムを立ち上げました。この女性支援
の公式プログラムでは、女性とシニアリーダーをペアにして、
権利擁護とビジビリティの向上を図ります。このプログラムは
わずか1年目にして、女性による特許取得が大幅に増加して
います。
当社は2019年、 DEI年次報告書の第2号と、 インクルージョン
に関する新しい動画 を公開しました。報告書では、ジェンダ
ー、人種／民族、報酬、業務分担、フレキシビリティ、慈善活動
など、さまざまな要素の考察を通して、当社の進化を記録して
います。この報告書によって、多様性の向上や、重点分野にお
ける透明性と説明責任の醸成などの達成事項をお伝えする
ことができます。米国の従業員については、今回初めて、性別
や人種ごとに分けた交差データも掲載しています。

従業員に投資す
るマイクロン
マイクロンは、事業に多額の資金を投じていますが、
従業員への投資以上に重要なものはわずかです。当
社は、世界の全拠点で、類似した労働に対する男女の
賃金を同一とすることにコミットしています。2019年
度末には、統計上の誤差を調整するための賃金追給
に83万ドルを投じました。当社は引き続き、全従業員
の同一賃金実施を優先事項とし、補正すべき差が生
じた場合には必要な資金を投じます。
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病気やケガといった労務災害を防ぐための積極的な取
り組みにより、職場を安全で健全な、安心できる場所にし
ています。 

当社は、「事故の無い職場づくり」という明快な安全ビジョンを掲げています。マイ
クロンには世界クラスの安全性を発揮してきた伝統があり、これをさらに改善する
ためには、その目的に特化した取り組み、リソース、コミットメントが必要です。マイ
クロンは全社的に、安全を当社の文化に根ざす価値として無意識に実現できるも
のに進化させつつあります。当社の安全文化の新プログラムであるLive Safeを通し
て、自身や周りの人の安全を守るよう全従業員に呼び掛けています。

安全、健康、安心 
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さらに、安全性に関する重要業績評価指標（KPI）を強化し、一
連のリーダー指標を設定しているところです。すでに、安全性
に対する管理職の行動やエンゲージメントに加え、安全性に
関する技術プログラムの改善についても評価がしやすくな
った、リーダー主導・行動重視型の一連のKPIも実施していま
す。2019年に報告された負傷率は0.14と2018年から大幅に
改善しましたが、Live Safeプログラムにより評価と追跡の機
能が向上したため、改善を進めている最中ではあるものの、
次回の報告ではこの負傷率が上昇する可能性があります。

当社は、全従業員が参加し、複数年をかけて取り組
む安全対策を進めています。
健康・安全に関する委員会 

（全製造拠点に設置、管理職と非管理職で構成）
 ▪ 安全に関する総合的なオペレーションとコミュニケーショ

ンの推進
 ▪ メッセージ発信による安全性対策プログラム強化、優れ

た安全行動の評価、積極的な取り組みの紹介 
 ▪ ISO 45001認証のガイダンスへの準拠 

管理者、監督者 
安全で安心でき、コンプライアンスに配慮した職場環境のた
めの指導、計画実施、整備 

全従業員、請負業者 
 ▪ EHSに関する危険事項やリスクの特定、排除、制御におけ

る支援 
 ▪ 当社の業務遂行および倫理に関する行動規範に規定さ

れているものを含む、EHS手順や該当する法的要求事項
の遵守
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マイクロンは、Live Safeを通して労務災害の危険の認知と制
御を積極的に行っています。リスクが特定された場合は、サプ
ライヤーやベンダーとも協力しながら、稼働中の施設や、設
計から販売チャネルに至るまでのすべての事業から危険を
除去、緩和します。一例を挙げると、プロセス安全性管理を実
施しています。これは、当社の製造過程に直接関連するリスク
を排除、軽減する戦略として、危険化学物質やガスのライフ
サイクル全体で危険の分析と制御を行う、リスクベースのア
プローチです。 
マイクロンは、製造工程での責任ある化学物質利用を実施す
る業界のリーダーとして、リスクの緩和、制御、従業員研修を
通し、従業員の安全を守ることに注力しています。化学物質に
よる危険性は、当社所定の厳格なプロセスにより早期に特定
されるため、このような物質と接点のある従業員はその危険
性を認識することができます。また、危険性の高い物質を職
場から排除し、より危険性の低い代替品を業界全体で開発す
る、長期的な取り組みも行っています。これらは、マイクロン
の場合はほとんどの国において規制要件ではありませんが、
この取り組みは、従業員の安全を確保する業界のリーダーに
ふさわしいベストプラクティスだと考えています。 
 

従業員ウェルネス
ケガのない職場を作ることは最低限期待される事項ですが、
これは従業員が職場で安全かつ健康に過ごすための取り組
みの一側面に過ぎません。Choose Well, Live Well（上手に選
んで上手に暮らそう）は、サイトレベルのプログラムとグロー
バルレベルのプログラムを組み合わせた、従業員向けウェル
ネスプログラムです。従業員は、このプログラムに参加し、ウ
ェアラブルのウェルネストラッカーを使って改善状況を測定
することにより、金銭的インセンティブを得ることができます。

その他の福利厚生 
当社は、従業員のワークライフバランスを推奨しています。勤
務形態はフレキシブルに調整することができ、個別に上司と
の間で調整のついた製造担当者もこの対象に含まれていま
す。労働時間については、マイクロンはRBA基準に従っていま
すが、この基準では、全部門の従業員が、緊急時や特殊な事
情がある場合を除き、週60時間（国境をまたいで製造を行う
環境では一般的な時間数）を超えて勤務してはならず、6日ご
とに最低1日の休暇を取る必要があると規定されています。 
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2019年、当社は育児休暇をさらに延長し、実子または養子を
養育する正社員は12週間、パートタイム従業員は6週間の有
給休暇を取得できるようになりました。従業員は、子の誕生ま
たは養子の受け入れから12か月の間に、いつでもこの休暇
を申請することができます。肉親が亡くなった従業員には、家
族と過ごす時間の確保、葬儀等の準備、長距離移動が必要な
場合の便宜などを考慮し、有給の忌引休暇を5日に延長しま
した。さらに、米国武官組織に志願して、または、やむを得ず
従事している従業員で賃金の差を相殺する必要がある者に
は、現在、従軍調整手当を支給しています。
従業員株式購入プラン（ESPP）では、マイクロンの従業員に
対し、会社の成功を分かち合うことを奨励しています。ESPP
の参加者は、該当期間の始値または終値のいずれか安い方
の株価から、さらに15%割引でマイクロン株を購入すること
ができます。ESPPへの登録の機会は年に2回あり、購入の上
限は給料の10%となっています。ESPP導入時には、従業員の
60%以上が参加することを選択しました。

従業員の悩みを聞い 
てくれる「耳」
マイクロンの従業員も、日々の暮らしの中でさまざまな
困難に直面しています。キャリアに関わることだけでな
く、家族のことや、経済状況、健康に関する悩みもあるで
しょう。当社では、従業員がこうした悩みについて情報
やガイダンス、資料などを得られる単一のリソースを作
りたいと考え、2019年にチームメンバー代表者（TMA）
プログラムを立ち上げました。TMAの役目は、問題解
決を促進し、従業員が個人的にも仕事上でも持てる
力を発揮できるよう、フラットな視点を提供することで
す。TMAはマイクロンのプログラムやリソースに精通し
ており、従業員の事情に合わせて適切なステップを踏
めるようにサポートすることができます。現在は、この代
表者を米国、シンガポール、台湾、マレーシア、日本に配
置しています。 
TMAと話した内容はすべて秘密として扱われますが、
従業員から聞いた悩みのタイプをカテゴリー分けして
います。これにより、メンタルヘルスのケアとカウンセリ
ングによるサポートの必要性が高まっていることが明
らかになりました。2019年には、リーダー職と一般従業
員の双方に対して、メンタルヘルスの意識向上を図る
オンサイト研修を実施し、2020年度に100件のカウン
セリングを実施するという目標を設定しました。これか
らも支援プログラムを提供し、感情的問題、夫婦の問
題、経済的・法的問題、薬物・アルコール依存症など、人
生のさまざまな浮き沈みに苦しむ従業員をサポートし
ていきます。
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優秀な人材を引き付け、雇用関係を維持するため
に、当社では、創造性、リーダーシップ、コラボレーショ
ンを生み出す労働環境を育みながら、従業員の継続
的な学びと開発の機会に資金を投じています。 

当社では、「学びと成長」アプローチにより、従業員が成長を望み、学ぶ権利を
与えられ、さらに、個人の成長とパフォーマンス向上を可能にするリソースや
機会を得られる環境作りをしています。従業員が自らの能力開発の優先項目
を選択し、個人の能力開発推進のためにマイクロンが提供するリソースを主
体的に利用することを推奨しています。

プロフェッショナルの育成 
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学習にはさまざまな形があります。従業員は、最先端技術を
学ぶために、パソコンやウェブでのトレーニング、リモート教
育、オンサイトの大学講義、研修を利用することができます。
ローテーションプログラムでは、新入社員が3回のジョブロー
テーションを通して所属チームの業務を詳細に理解できるよ
うにしています。マイクロンの従業員は、社内の研修管理シス
テムに加え、文化に関する意識向上、個人的／職業上のスキ
ル開発、産業関連調査に関する情報へのアクセスに使用して
いるシステムからも、技術研修やビジネススキル研修に直接
アクセスすることができます。
さらに、従業員は、テクニカルリーダーシッププログラム

（TLP）メンバーが発行するピアレビューを受けた記録用社
内報、マイクロンTLPテクニカルジャーナルを読むことや、さ
まざまな技術セミナーに参加することができます。社内の研
修管理システムでは、自分が受講しなければならない項目を
確認したり、カタログから受講したい項目を検索し自分で申
し込むこともできます。また、講師による研修の申し込みや参
加登録、オンライン研修の受講も可能です。能力を広げ、転属
に適格と判断された従業員は、新しい業務に就くチャンスが
あり、こうして社内で成長していくことができます。
マイクロンはこのほかにも、従業員が学位取得等の計画を
立てたり、関心のある産業やキャリア開発に関するサポート
が充実したプログラムを選択するうえで役立つリソースを備
えています。マイクロンは、より高位の学位取得を目指す従
業員のうち基準を満たす者に学費を支給する継続的な学位
取得プログラムを提供し、また、産業関連の講義受講や資格
取得を目指す従業員には教育補助プログラムを提供してい
ます。意志ある従業員に自身の学びのプロセスを任せること
で、従業員が自ら能力開発の優先項目を選び、開発に役立つ
リソースを見つけ、有意義な形で意識的に新たな経験に取り
組めるような、学びに対する生産的なマインドセットを醸成
できるよう努めています。

50.2 時間 
正社員の平均研修時間  
2018年から13時間以上増加、主に対象者を限定した従業員向けワークショップの拡大によるもの

4,700+
2019年にJourney to Higher Performanceワークショップに
参加したピープルリーダーの数  
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マイクロンの従業員は、フィードバック、コーチング、メンタリ
ングを通じてお互いに学び合っています。当社はこれを、職
業能力開発の連続性においても重要なポイントだと考えて
います。フィードバックは、ある時点で従業員がどのような成
果を上げているかを伝える意見、コーチングは、それを受け
る相手が能力を最大限発揮できるよう相手の求めに応える
練習、メンタリングは、新たなキャリアパスの可能性を明確
に相手に説明できるような、両者の長期的で有機的な関係
構築の機会だと捉えています。
当社は、全体を一括管理するプログラムとしては、上記のよ
うに従業員同士の直接的なやり取りを伴うものは提供して
いません。しかし、このようなプログラムの効果を認識しても
らい、また、各事業部門がそれぞれの事情に合ったプログラ
ムを開発できるように取り組んでいるところです。たとえば、
マイクロンのTLPでは、経験豊富なシニアテクニカルリーダ
ーと社歴の浅い従業員でペアを組ませます。マイクロンの女
性リーダーシップネットワークではさまざまなタイプのメン
タリングを提供しており、グループメンタリング、1対1のメン
タリング、あるいは、対象分野の専門家を交えたスキルベー
スのメンタリングなどもこれに含まれています。

 当社では、こうしたプログラムに共通で使用しているメンタ
リングプレイブックも提供しています。このハンドブックは、
英語版、中国語版（簡体字／繁体字）、日本語版、マレー語版
が用意されており、全従業員が利用可能です。 
チーム間の協力をさらに推進するため、従業員が思
考や行動の多様性を積極的に受け入れるのに役立
つ、Emergeneticsというツールを使用しています。従業員は、
すべての質問に回答すると、家庭や職場における自身の行動
をよく理解するために活用できるEmergeneticsプロファイル
を受け取ります。リーダーは、チームの成果を高めるために、
このプロファイル結果を活用することができます。プログラム
導入からこれまでに、リーダーと従業員合わせて13,000名以
上が自身のプロファイル結果を受け取っています。チームメ
ンバーは、このプロファイル結果を活用する方法について学
ぶ、実地またはEラーニング形式のセッションに参加すること
も可能です。
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すべての職位におけるリーダーシップ開発 
マイクロンは、社内で要職に就くリーダーの能力開発と目的
達成の加速に注力しています。2019年に導入したマイクロン
リーダーシップ特性モデルは、成果を上げるためにすべての
リーダーに必要な特性と能力を定義するものです。さらに、こ
の特性モデルをベースにした「経験とリソースのエコシステ
ムを加速するマイクロンリーダーシップ」を立ち上げました。
これにより、キャリアの重要な転換点にいる、または、そこに
差し掛かっているリーダーをサポートすると同時に、フィード
バック、コーチング、メンタリングなど、今後の成長に必要なこ
とを学ぶ機会を提供します。リソースはグローバルな視点で
設計し、地域事情に合わせて展開します。多くはオンライン学
習か自己学習ですが、そのなかでも主要なプログラムとして
以下のようなものがあります。

Leadership Conductor 
リーダーの指導を行うリーダーをサポートするプログラムで
す。自分自身、チーム、そしてビジネスをリードすることに焦
点を当てています。参加者は、強固なネットワークを築き、学
習目的に合わせて作られるリーダーシップ演習シミュレーシ
ョンを使って組織としての考え方や意思決定について学び
ます。

Core Management 
社内での昇進または外部からの採用により新たに管理職に
就いた従業員に義務付けられる学習体験です。このプログラ
ムでは、管理業務やパフォーマンスの基礎にフォーカスを当
てています。2020年は、700名近いリーダーが、マイクロンの
リーダーシップ哲学、成功に導く振る舞い、各自のリーダーシ
ップのスタイルについて学ぶ予定です。

Journey to Higher Performance
この2日間の体験型ワークショップは、パフォーマンス管理サ
イクルに合わせ、年間を通して従業員とリーダーのパフォー
マンスを向上させることに焦点を当てています。コミュニケ
ーション、フィードバック、コーチング、目標設定、価値に基づ
くパフォーマンスについての対話に重点を置いています。

Ignite
向こう24か月の間にピープルリーダー職に就く可能性があ
る従業員向けに設計された5週間のプログラムです。このプ
ログラムでは、リーダーへのキャリアパスに入る前に、グロ
ーバルのピープルリーダーとして期待されることとその責任
について知ることができます。
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コミュニティ
人のためになることをすればする
ほど、それは自分に返ってきます。
マイクロンは、従業員の優先事項
としっかり歩調を合わせ、当社の
インパクトを強化できるよう、継
続的に寄付計画の構成の見直し
を行っています。



マイクロンは何十年もの間、従業員が暮らし働くコミュニティ
に利益を還元してきました。近年は、Micron Givesプログラム
に基づく慈善活動を行いながら、従業員、コミュニティ、そし
て当社の間で絆を深めてきました。 
当社の寄付事業は、コーポレートバリューである「人」を中心
にして循環していきます。当社は、従業員がそれぞれの動機
に応じて時間やリソースを寄付するうえで、その方法を向上
させることのできるサポートやツールを提供します。Micron 
Givesプログラムでは、少数派グループに重点を置きながら、
科学・技術・工学・数学教育（STEM教育）を推進する支援プロ
グラムや開発プログラムを実施し、次世代のイノベーターや
エデュケーターに夢を与える取り組みも実施しています。ま
た、人間としての基本的ニーズに対処する慈善活動の支援
などを通して、従業員だけでなくコミュニティにも投資してい
ます。 

当社は、外部にもたらしている影響をさまざまな方法で測定
しています。2019年、従業員がボランティア活動に費やした
時間は目標の15万時間を超えました。2020年は、ボランティ
ア活動参加率50%を目標に掲げ、さらに多くの従業員による
ボランティア活動への参加を目指します。
また、マイクロン財団では、従業員が一定の条件を満たす慈
善団体に寄付を行う場合、従業員一人当たり年間最大2,000
ドル（全社で最大200万ドル）まで、従業員と同額の寄付を行
います。当社はグローバルコミュニティの活動に賛同し、当社
が拠点を置く世界のさまざまな地域で医療従事者や新型コ
ロナウイルス感染症（COVID-19）の影響を受ける人々を支援
するため、この寄付の2020年の上限額を、2倍以上増額しまし
た。さらに、マイクロンテクノロジーとマイクロン財団は合同
で、COVID-19により甚大な影響を受けている人々の支援に
3,500万ドルを投じました。これには、マイクロン財団による新
たな救援基金1,000万ドルのほか、2,000ドルから1万ドルに増
額した従業員ギフトマッチング、COVID-19パンデミックの影
響を受けた従業員の救済を目的としてマイクロンと従業員が
出資する支援金が含まれています。
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マイクロン財団 

ビジョン 
慈善活動と人々を通じてコミュニティを変える

ミッション 
科学・工学教育の推進と人間としての基本的ニーズに対処す
ることに重点を置いた、寄付金、プログラム、ボランティア活
動を提供する

価値
インパクト 
共感 
機会 
発見 
関わり

学びの推進
少数派グループに重点を置きながら、STEMアウトリーチプロ
グラムを展開し、半導体業界へのSTEMパイプライン開発を
支援する世界各地のサイトと協力関係を築く。

私たちのコミュニティを豊かに
当社が事業を展開するコミュニティのSTEM教育と人間とし
ての基本的ニーズをサポートするため、各国の助成金プログ
ラムを通じて1,280万ドルを提供し、Charity of Choiceプログ
ラムを通じて従業員が選んだ団体への支援を継続する。

寄付文化の醸成
従業員のボランティア参加率50%を達成し、従業員との同額
寄付を実施することにより、Micron Givesプログラムを根付
かせる。
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メモリとストレージソリューションのグローバルリーダー
であり続けるため、マイクロンは、当社の有能な科学者
やエンジニアの力に依存しています。イノベーターやそ
の教育者の育成は、当然、当社による利益還元の方法
や理由とつながっているのです。 

マイクロン財団のSTEM寄付金では、教師が学生のSTEMに対する情熱に火を点
け、学生自身にとって魅力的な実践的体験を生み出すために必要な、リソース、研
修、ツールを教師に提供します。 

科学・工学教育の推進 
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最近のハイライトを以下で紹介します。
 ▪ 当社は、第1回 Advancing Curiosity奨学金の受領者で

あるAI4Allとの協力により、少数派グループに属する高
校生向けのサマープログラムの提供をサポートしてい
ます。人工知能（AI）の研修には、低所得世帯の若者や第
一世代の大学生となる可能性のある若者なども参加し
ています。この基金により、AI4Allの活動は11か所の大
学施設に拡大し、約300人の新入生を支援しています。

 ▪ マイクロン財団からの15万ドルの寄付を受け、シリコン
バレー教育財団は、数学リテラシー向上を目指す夏季
介入プログラムのElevate Mathを立ち上げました。この
寄付により、867人の小学生の教育と、4年生・5年生の新
たなカリキュラムの開発を支援しました。 

Micron Givesでは、大学関連の取り組みとして、 ダイバーシテ
ィと機会のための基金など、少数派グループ出身者を支援す
ることが多い資金援助プログラムを通して、半導体関連分野
の大学生や大学院生向けに、独自の実地体験機会も提供し
ています。マイクロン財団でも、教育者と協力して、実施中の
研究活動を支援し、私たちの産業を形作っている材料や技術
を使用した品物の寄贈を通して工学教育の向上に取り組ん
でいます。 
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Micron Givesは2019年、今後、人類を救い、ダイバーシティ・
平等・インクルージョンへの取り組みをさらに推し進めると期
待される研究に人工知能（AI）の導入を検討している大学や
NPOのプロジェクトを支援するため、Advancing Curiosity奨
学金の第2回募集に資金を提供しました。こうした素晴らしい
プロジェクトには以下のようなものがあります。
 ▪ UCLA大学院生による、AIによる偏見への対処法と機械学

習の透明性向上 
 ▪ ロチェスター工科大学の、より包摂的な難聴ユーザー向

けのAI補助技術を考案するプロジェクト
 ▪ ワシントン大学の学生による、データを使って社会問題に

対する実践的ソリューションを割り出すプログラムへの参
加、および少数派または障がい者グループの学生に対す
る奨学金支援

 ▪ テキサス大学オースティン校の、ネット上における誤った
情報の拡散をAIを使って抑制するプロジェクト  

上記の素晴らしいプログラムは、いずれも前回のAdvancing 
Curiosity奨学金の受領者であるAI4All、バークレー人工知能
研究所、スタンフォード大学プレシジョンヘルス統合診断セ
ンターでの取り組みにつながっています。

Advancing Curiosity Asia 
現在、Micron Givesでは、STEMに重点を置いた
Advancing Curiosity奨学金を台湾に拡大し、人工知
能、機械学習、ディープラーニングを使って、暮らしを改
善し、ソーシャルグッドのためのAIのネクストウェーブ
を前進させる研究に取り組む大学やNPOを支援する機
会の検証を行っているところです。
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マイクロンの企業市民活動として、自然災害で被害を受
けた人々への救援物資の提供から、飢餓に苦しむ人へ
の食事の提供まで、当社のコミュニティにおいて人間とし
ての基本的ニーズを満たす支援なども行っています。 

水ほど必要不可欠なものはありません。しかし、世界中の非常に多くの人たちが、こ
の必要最低限の資源を、安全かつ安定的に手に入れることができません。水は、マ
イクロンのビジネスにとっても重要な問題です。2019年は、この関連性に留意しな
がら、マイクロンの慈善事業と当社の技術的ノウハウを組み合わせる独自のパート
ナーシップを発表しました。
Water.org は、水と衛生の世界的な普及をミッションとして、グローバルに活動する
NPOです。対象地域の地域マイクロファイナンス機関との協力、タップやトイレなど
の水・衛生ソリューションを自宅に導入するための補助を目的とした少額融資など
を実施して、ミッション達成に取り組んでいます。水汲みに長い時間を費やす必要
がなくなった人は、外での仕事を探すことができるようになり、やがてはローンの
返済もできるようになります。

人間としての基本的ニーズへ
の取り組み 
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返済されたお金は、その度に別の家族の救済に使うことが
できます。このため、返済能力があると見込まれるパートナ
ーを見つけることが極めて重要です。これこそ、マイクロンが
貢献できる部分です。2019年、マイクロン財団はWater.org
に12万5,000ドルを提供し、同組織が世界各地で行う活動
と、1万人以上に新鮮な水を供給する活動を支援しました。
さらに、マイクロンのアドバンストコンピューティングソリュ
ーション部門は、当社のディープラーニングアクセラレータ
の技術を応用して、重要な財政的パターンや融資プロセス
の指標などを割り出し、Water.orgが融資のパートナーと融
資を受ける人を特定しやすくなるよう支援しています。バイ
アスのリスクを低減するため、当社のニューラルネットワー
クで得られたインサイトは書き換えずに、Water.org独自の
パートナー選定プロセスを補完するものとして利用されま
す。当社としては、Water.orgが暮らしや生活の糧を変えると
いうミッションを拡大していくうえで、当社の技術でお役に立
てる機会が得られたことを大変喜んでいます。

2019年のSTEM教育および人間の基本的要求の
充足への支援 

1,280万ドル
世界各地における寄付額  

1,561 
マッチングギフトにより支援した活動

5,000
台湾におけるRailways of Popular ScienceトレインでSTEM
を体験した子どもと保護者 

4万以上
STEMプログラムを通して出会った世界各地の学生

100万ドル 
9団体に寄付されたAdvancing Curiosity奨学金

2020年度持続可能性レポート  |  80

コミュニティ



Learn more at micron.com/sustainability

本レポートについて
2020年6月に公開した本レポートは、特段の記載がない限り、2019年度にMicron Technology, Inc.が実施した持続可能性に関する活動を取り上げるものであ
り、マイクロンが管理するすべての組織を対象に含みます。PDF版に加え、レポート全文のウェブ版をwww.micron.com/sustainabilityのリンクからご覧いただけ
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